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序     文 
 

パラグアイ共和国政府は、すべての国民が高品質かつ平等な保健医療サービスを受けられる

社会を目指し、厚生省主導の下、保健医療政策の改革を行っている。しかし、パラグアイ国南

部では、農村人口の割合が高くかつ人口が散在しており、医療改革の遅れが顕著となっている。 

パラグアイ国政府は、南部における保健医療サービス増進の鍵は、看護ならびに産科分野の

人材育成であるとの認識を持ちつつも、前述の人口状況に加え、既存の研修システムを絡めた

人材育成制度見直しが複雑なものであるため、同分野における効果的なアプローチの策定と実

施に係る協力を日本政府に要請してきた。 

これを受けて、JICA は技術協力プロジェクト「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロ

ジェクト」を 2001 年２月から５年間実施した。その結果、南部４県（カアサパ県、イタプア

県、ミシオネス県、ニェンブク県）において看護・助産人材の継続教育研修がモデルとして確

立された。さらに、全国レベルでの看護・助産継続教育のシステムづくりに向けた取組み（看

護師国家試験導入に向けた協力、カリキュラム作成等）が実施された。 

同プロジェクトは 2006 年２月に終了したが、より良い保健医療サービスを全国レベルで展

開するために、南部４県で得られた成果を他県でも同じように普及・発展させることが必要不

可欠である。2006 年にはパラグアイ国側の自助努力により研修対象県を２県（カアグアス県、

パラグアリ県）追加し、同プロジェクトで得られた成果を普及させている。しかしながら、パ

ラグアイ国側のみで全国に普及させるには限界があり、同政府は看護人材育成強化プロジェク

トを我が国に要請してきた。 

これを受けて独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2007 年７～８月に事前調査団を派遣し、

パラグアイ国政府及び関係機関との間で、協力計画の策定に係る協議を行った。また、2007 年

12 月に、パラグアイ国政府及び関係機関との間で実施協議を行った。本報告書は、プロジェク

トの要請背景及び案件形成の経過と概略を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実

施にあたって活用されることを願うものである。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引

き続き一層のご支援をお願いする次第である。 

 

 平成 20 年１月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 西脇 英隆 
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    南部看護・助産継続教育強化プロジェクトで対象としていた県 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
１．案件名 

  パラグアイ共和国看護・助産継続教育強化プロジェクト 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

2001 年から５年間実施した「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」

でモデルとして確立された小児・母性領域に関する看護・助産人材への継続教育研修

プロセスを 10 衛生行政区（コンセプシオン県、サン・ペドロ県、コルディジェーラ県、

グアイラ県、アルトパラナ県、セントラル県、アマンバイ県、カニンデジュ県、プレ

シデンテ・アジェス県、首都）で実施し、研修モニタリング・評価方法を確立・実施

させる。さらに、自立発展に向けて人材・予算・組織づくり・行政支援の確保と、基

礎看護学・成人看護学・地域看護学の３領域に関する研修の基礎づくりを行い、全国

規模で看護・助産人材の継続教育研修を自立的に実施する基盤の強化を目指す。 

 

（２）協力期間 

2008 年２月～2011 年１月 

 

（３）協力総額（日本側） 

約 1.4 億円 

 

（４）協力相手先機関 

厚生省国立看護・助産継続教育センター（INEPEO） 

 

（５）国内協力機関 

なし 

 

（６）裨益対象者及び規模、等 

対象となる 16 衛生行政区の看護・助産人材約 4,400 名 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点 

パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ国」と記す）では、ミレニアム開発目標で減

少を目指している乳幼児死亡率及び妊産婦死亡率がこの 10 年間停滞している。要因と

しては未熟な保健医療行政、医療従事者の知識不足、インフラ・医薬品不足、医療施

設へのアクセスの困難さ、貧困による医療費負担の困難などがあげられる。また、過

疎地の多い地方部では、よりコミュニティに踏み込んだ保健医療サービスの提供が課

題となっている。 

同国の地域保健医療全般、特に辺地における保健医療を支えているのは看護・助産

人材であり、保健医療サービスの主要な担い手として重要な役割を担っている。末端

のヘルスポストでは１人ないし２人の准看護師または准助産師のみが配属され、住民

に保健医療サービスを提供している場合が多い。しかしながら、養成時の基礎教育の

質が低いことに加え、体系的な継続教育は全国的には実施されておらず、十分な質の

サービスが提供されていないのが現状である。 

このような状況の下、JICA による技術協力プロジェクト「パラグアイ南部看護・助

産継続教育強化プロジェクト」を 2001 年２月から５年間実施した結果、南部４県（カ

アサパ県、イタプア県、ミシオネス県、ニェンブク県）において看護・助産人材（准

看護・助産師、看護・助産技術師含む）の継続教育研修がモデルとして確立された。



さらに、全国レベルでの看護・助産継続教育のシステムづくりに向けた取組み（看護

師国家試験導入に向けた協力、カリキュラム作成等も含む）が実施された。 

同プロジェクトは 2006 年２月に終了したが、より良い保健医療サービスを全国レベ

ル（パラグアイ国は首都アスンシオンと 17 県で構成）で展開するために、南部４県で

得られた成果を他県でも同じように普及・発展させることが必要不可欠である。また、

最新のパラグアイ国国家保健政策（2005～2008 年）で打ち出されている５つの指針の

１つに「保健医療分野で働く人材の開発と継続教育の強化」があり、国として継続教

育の重要性を認識し取り組んでいるところである。2006 年にはパラグアイ国側の自助

努力により、研修対象県を２県（カアグアス県、パラグアリ県）追加し、同プロジェ

クトで得られた成果を普及させているが、様々な課題に対応する必要のある保健医療

サービスの向上のためには、全国への普及、更なる研修プログラムの作成と継続教育

の実施が必要不可欠である。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

パラグアイ国政府は「2003～2008 年国家開発計画」において、保健分野の課題とし

て「保健医療システムの確立」、「地方分権化の促進」、「保健医療サービスの向上」、「リ

プロダクティブヘルスの改善」、「小児保健の改善」等をあげている。 

また、パラグアイ国政府は国家保健政策（2005～2008 年）において５つの指針を打

ち出している。同指針では「保健医療分野で働く人材の開発と継続教育の強化」が含

まれており、保健システムの構造的、文化的変革のなかで保健医療サービスの質の向

上及び国民の健康改善を図る手段として、国家的な継続教育モデルをつくることが重

要な位置づけにある。 

 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおけ

る位置づけ） 

保健医療サービスの質の向上を目的とした人材育成への支援及び子どもの健康やリ

プロダクティブヘルスに資する支援は、「政府開発援助に関する中期政策」で示された

４つの重点分野のうち「貧困削減」のための取組みに相当するものである。さらに、

本プロジェクトは JICA の平成 18 年度対パラグアイ国別事業実施計画において、援助

重点分野「貧困層への社会サービスの充実と収入の維持向上」の「保健医療サービス

の向上支援」プログラムに位置づけられており、同プログラムの方針である、地域住

民のニーズを取り込んだ持続的な保健医療体制の確立、医療従事者の継続教育の強化

と合致する。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

「全国規模で看護・助産人材の継続研修を自立的に実施する基盤が強化される。」 

   ＜指標＞ 

   ・10 衛生行政区ファシリテーターが研修受講者による５段階評価で 3.5 以上の評価

を得る。 

   ・10 衛生行政区における「研修実施計画」が、厚生省から看護・助産継続教育とし

て承認される。 

   ・基礎看護学、成人看護学、地域看護学の「研修プログラム」が、厚生省からモデ

ルとして承認される。 

 



２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

「全国レベルでの看護・助産人材による保健医療サービスが改善する」 

   ＜指標＞ 

   ・2015 年までに、有資格者による介助を受けた分娩（施設分娩）の割合が 2006 年と

比べて上昇する。 

   ・2015 年までに、５歳未満児死亡率及び妊産婦死亡率が 2006 年と比べて 20％減少

する。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

  アウトプット１：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロ

セスが確立・実施される。 

  ＜指標＞ 

1-1 10 衛生行政区において、それぞれ小児・母性領域最低８名の衛生行政区ファシ

リテーターが研修指導者として養成される。 

1-2 10 衛生行政区における「適応研修プログラム」が作成され、各衛生行政局で承

認されている。 

1-3 10 衛生行政区において、「研修実施計画」が作成される。 

1-4 プロジェクト終了時までに、10 衛生行政区において乳幼児健診、リプロダクテ

ィブヘルス研修受講者がそれぞれ最低 500 名に達している。 

  ＜活動＞ 

1-1 10 衛生行政区において、各８名のファシリテーターを選出し、小児・母性領域

に関する研修計画を作成する。 

1-2 各衛生行政区８名のファシリテーターに対し、上記研修計画に沿った研修を実

施する。 

1-3 上記研修中、各衛生行政区の状況及び研修受講者に適した「適応プログラム」

を作成する。 

1-4 10 衛生行政区において、全看護・助産人材のデータベースを作成する。 

1-5 10 衛生行政区における研修計画を作成する。 

1-6 16 衛生行政区において、上記研修計画に沿った看護・助産人材に対する研修を

実施する。 

 

  アウトプット２：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモ

ニタリング・評価方法が確立・実施される。 

  ＜指標＞ 

2-1 「研修モニタリング・評価実施計画」が作成される。 

2-2  プロジェクト終了時までに 10 衛生行政区でそれぞれ最低 1 回の研修モニタリ

ングが実施されている。 

  ＜活動＞ 

2-1  10 衛生行政区における研修モニタリング・評価の実施計画を策定する。 

2-2  16 衛生行政区においてモニタリング基準を用いた研修モニタリングを実施す

る。 

 

  アウトプット３：自立発展に向け人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。 

  ＜指標＞ 

3-1  国レベル、衛生行政区レベルで看護・助産継続教育の資金の目途が確保されて

いる。 



3-2  ナショナルファシリテーター及び衛生行政区ファシリテーターが継続的に養

成・確保されている。 

3-3  すべての研修テキストが厚生省から正式に承認される。 

  ＜活動＞ 

3-1  10 衛生行政区において、継続教育運営委員会を発足させ、活動を定例化する。

3-2  16 衛生行政局は研修・モニタリング経費確保のための活動を行ない、厚生省は

これを支援する。 

3-3  厚生省は看護・助産人材の継続教育予算確保のための活動を行う。 

3-4  16 衛生行政区におけるプロジェクト成果に関する普及活動を強化する。 

 

  アウトプット４：看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、成人看護学、

地域看護学の３領域に関する研修の基礎ができる。 

  ＜指標＞ 

4-1  ３領域の研修マニュアルが厚生省の承認を受ける。 

4-2  ３領域のナショナルファシリテーターが各領域 10 名養成されている。 

4-3  16 衛生行政区ファシリテーターに対する３領域に関する研修実施計画が厚生

省及び各衛生行政局の承認を受ける。 

  ＜活動＞ 

4-1  看護・助産継続教育カリキュラム作成委員会において、３領域の研修プログラ

ムを作成する。 

4-2  ３領域研修プログラムに沿った研修マニュアル及び研修教材・教具を作成す

る。 

4-3  ナショナルファシリテーターに対する３領域の研修を実施する。 

4-4  全国の衛生行政区ファシリテーターに対する「研修実施計画」を作成する。 

注１）衛生行政区ファシリテーターは衛生行政区職員の中から当該衛生行政局が

指名する。 

注２）ナショナルファシリテーターは衛生行政区ファシリテーターの中から厚生

省が指名する。 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額約 1.4 億円） 

・長期専門家の派遣（総括／継続教育、業務調整／モニタリング） 

・短期専門家の派遣〔基礎看護（看護管理含む）、成人看護〕 

・機材供与（ファシリテーター用研修機材） 

・在外事業強化費（国立看護・助産継続教育センターにおける研修実施経費等） 

２）パラグアイ国側 

・人材の配置（カウンターパート、ナショナルファシリテーター、衛生行政区ファ

シリテーター） 

・研修施設（中央、地方）、プロジェクトオフィスの手配 

・機材（国立看護・助産継続研修センター所有の事務機器・実習用機材） 

・プロジェクト運営費（水道光熱費、電話代、ガソリン代の一部） 

・衛生行政区での研修実施経費 

・研修モニタリング経費 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

・看護・助産人材の研修場所として国立看護・助産継続教育センターが確保されてい



る。 

・小児・母性領域のナショナルファシリテーターが確保されている。 

・カウンターパートが異動しない。 

・育成されたナショナルファシリテーター及び衛生行政区ファシリテーターが継続的

に機能する。 

・厚生省の医療施設における看護・助産人材の数が現状より減少しない。 

・医療施設の数が現状より減少しない。 

・看護・助産人材の業務に最低限必要な資機材が少なくとも現状を保つ。 

５．評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、以下の点から妥当性が高いと判断できる。 

１）パラグアイ国の国家開発計画（2003～2008 年）のうち、保健医療分野において本

プロジェクトは「サービス領域の拡大」「リプロダクティブヘルスの改善」「小児保

健の改善」「サービスの分権化」の課題に対して貢献するものである。また、国家保

健政策（2005～2008 年）において掲げられている５つの基本指針のうち「人材と継

続教育の開発」と、本プロジェクトの方向性が合致している。 

２）本プロジェクトは JICA の平成 18 年度対パラグアイ国別事業実施計画において、

援助重点分野「貧困層への社会サービスの充実と収入の維持向上」の「保健医療サ

ービスの向上支援」プログラムに位置づけられており、同プログラムの方針である、

地域住民のニーズを取り込んだ持続的な保健医療体制の確立、医療従事者の継続教

育の強化と合致する。 

 

（２）有効性 

以下の点より、本プロジェクトの有効性が見込まれる。 

１）本プロジェクトでは、看護・助産人材に対する継続教育研修及び研修後のモニタ

リングまでを活動に組み込むことにより、研修の質と医療現場での有効な活用まで

を包括的に捉えている。 

２）自立発展に向けた人材・予算・行政支援を確保するための活動を進めつつ、研修

及び研修モニタリングの活動を展開していくことで、プロジェクト目標である「継

続研修を自立的に実施する基盤の強化」の達成に向けて多面的な活動を計画してい

る。 

３）小児・母性領域の他地域への普及だけでなく、基礎看護学、成人看護学、地域看

護学の３領域に関する研修プログラムの作成、ナショナルファシリテーターの養成

を行うことは、継続教育の基盤強化というプロジェクト目標の達成に必要不可欠な

ものである。ただし、小児・母性領域の他地域への普及が 10 衛生行政区と広範囲に

及び財源確保の働きかけも必要なことから、プロジェクト活動の重点は他地域への

普及に置く。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトは、以下の点から効率性が高いと見込まれる。 

１）カウンターパートは前プロジェクトのカウンターパートであった国立看護・助産

継続教育センター（ Instituto Nacional de Educación Permanente en Enfermería y 
Obstetricia：INEPEO）の技術スタッフ４名が継続して任務にあたる見込みであり、

また、小児・母性領域のナショナルファシリテーターは、前プロジェクトで養成さ

れた要員を活用する。このように、「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジ

ェクト」で育成された人材を効果的に活用することにより、効率的な活動が期待さ



れる。 

２）研修経費削減のために、「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」

では使用料支払いの必要がない施設で研修を実施する、衛生行政区内を複数のゾー

ンに分けて研修を実施することで研修参加者の交通費を抑制する等の工夫を行って

おり、本プロジェクトでも同様の手法で低い研修経費による研修実施を計画してい

る。このような創意工夫により、費用に比して効果の高い事業実施が期待できる。 

３）近隣の中南米諸国におけるカウンターパート人材の研修や同諸国からの専門家の

指導を計画するなど、第三国リソースを積極的に活用する予定であり、効率的な事

業実施が期待される。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 

１）プロジェクトの実施により、全国規模で看護・助産人材の継続教育研修が自立的

に実施する基盤が強化され、実施されるようになれば、看護・助産人材の知識・技

術が向上し、彼らによる保健医療サービスの質の改善が期待でき、上位目標の達成

に大いに貢献する。 

２）特に、小児・母性領域の継続教育を 10 衛生行政区で実施することから、乳児死亡

率・妊産婦死亡率の減少への貢献が期待でき、パラグアイの保健医療の状況改善に

大きく資することが可能と考えられる。 

 

（５）自立発展性 

本プロジェクトは、以下の点から自立発展性が見込まれる。 

 

１）組織面 

プロジェクトのカウンターパートとして継続教育システムの拠点になるのは

INEPEO である。INEPEO の運営・管理能力は「パラグアイ南部看護・助産継続教育

強化プロジェクト」を通じて確保されており、同プロジェクト終了後にパラグアイ

国側で独自に２衛生行政区に対する継続教育の基盤づくりを行ったことからもそれ

が実証されている。さらに、センターの活動を支援するグループとして、厚生省、

看護及び助産の各協会、看護・助産教育の３部門から成る審議会が設立されており、

関係者間の連携協力体制を構築するための下地がある。 

２）政策面 

国家保健計画において、人材育成と継続教育はパラグアイ保健セクターにおける

優先的な課題として位置づけられており、本プロジェクト終了後も政策的支援が継

続されることが期待できる。 

３）財政面 

厚生省による財政的支援については、楽観的な見通しはできない状況である。し

かし、本プロジェクトは「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」

の経験から自立発展性の確保を重視しており、衛生行政区での研修実施経費及び研

修モニタリング経費全般をパラグアイ国側負担としているが、財政面を含めた自立発

展のための活動をプロジェクトのコンポーネントとして含んでいる。具体的には、

各衛生行政区において継続教育運営委員会を発足させ、自治体、他ドナーや NGO に

対して財政支援への働きかけを行うなど、国レベル、地域レベルで経費・予算確保

のための活動を行うこととしており、財政面での継続性が期待できる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトの対象となる全国の看護・助産人材の多くは、地域保健医療の現場で活



動しており、継続教育の実施を通じた彼らの能力向上は貧困層の生活改善向上に裨益する

ものである。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジェクト（2001～2006 年）」において研修

後のモニタリングを活動に直接組み込んだことは、事業運営の体制づくりに有効であった。

本プロジェクトにおいてもモニタリングをアウトプットの１つに位置づけている。また、

同プロジェクトにおいて開発した研修プログラムが相手国行政機関の承認を受けたことは

プロジェクト終了後の継続活用・成果普及のために有効であったことから、本プロジェク

トにおいても同様のアプローチをとる。また、同プロジェクトで課題として指摘された研

修実施やモニタリングのための財源の確保を本プロジェクトのアウトプットの１つとして

位置づけており、プロジェクトの活動コンポーネントとして推進していく。 

８．今後の評価計画 

終了時評価  2010 年８月頃 
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第１章 事前評価調査団の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ国」と記す）政府は、すべての国民が高品質かつ平

等な保健医療サービスを受けられる社会を目指し、厚生省主導の下、保健医療政策の改革を行

っている。しかし、パラグアイ国南部では、農村人口の割合が高くかつ人口が散在しており、

医療改革の遅れが顕著となっている。 

パラグアイ国政府は、南部における保健医療サービス増進の鍵は、看護ならびに産科分野の

人材育成であるとの認識を持ちつつも、前述の人口状況に加え、既存の研修システムを絡めた

人材育成制度見直しが複雑なものであるため、同分野における効果的なアプローチの策定と実

施に係る協力を日本政府に要請してきた。 

これを受けて、JICA は技術協力プロジェクト「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロ

ジェクト」を 2001 年２月から５年間実施した。その結果、南部４県（カアサパ県、イタプア

県、ミシオネス県、ニェンブク県）において看護・助産人材の継続教育研修がモデルとして確

立された。さらに、全国レベルでの看護・助産継続教育のシステムづくりに向けた取組み（看

護師国家試験導入に向けた協力、カリキュラム作成等）が実施された。 

同プロジェクトは 2006 年２月に終了したが、より良い保健医療サービスを全国レベルで展

開するために、南部４県で得られた成果を他県でも同じように普及・発展させることが必要不

可欠である。2006 年にはパラグアイ国側の自助努力により研修対象県を２県（カアグアス県、

パラグアリ県）追加し、同プロジェクトで得られた成果を普及させている。しかしながら、パ

ラグアイ国側のみで全国に普及させるには限界があり、同政府は看護人材育成強化プロジェク

トを我が国に要請してきた。 

 

１－２ 調査団の構成 

氏 名 担当分野 所 属 先 期 間 

山下 良恵 団長／総括 JICA 人間開発部第四グループ（保健２）グループ長 7/18～8/1

小川 正子 看護教育 南部看護・助産継続教育強化プロジェクト前チー

フアドバイザー 

7/18～8/1

伊藤 賢一 協力計画 JICA 人間開発部第四グループ（保健２）保健人材

育成チーム 

7/18～8/1

市川 佐江子 評価分析 グローバル・リンク・マネージメント株式会社社

会開発部研究員 

7/18～8/9

 

１－３ 調査日程 

月日（曜日） 行 程 

7/18（水） 成田発サンパウロ着・発 

7/19（木） 11:00 アスンシオン着 

14:00 JICA パラグアイ事務所打合せ 

15:10 厚生大臣表敬 

16:00 JICA パラグアイ事務所打合せ 

17:30 在パラグアイ日本大使館表敬 
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18:45 国立看護・助産継続教育センター（INEPEO）との協議 

7/20（金） ６:00 アスンシオンからアルトパラナ県へ移動 

10:35 アルトパラナ県衛生局訪問・協議 

16:00 INEPEO との打合せ 

7/21（土） ６:00 アルトパラナ県からカアグアス県へ移動 

８:30 カアグアス県衛生局訪問・協議 

10:00 カアグアス県からパラグアリ県へ移動 

11:45 パラグアリ県衛生局訪問・協議 

13:00 パラグアリ県からアスンシオンへ移動 

7/22（日） 団内協議 

7/23（月） ８:00 アスンシオンからニェンブク県へ移動 

10:00 ニェンブク県エスタンスエラのヘルスポスト視察 

11:00 ニェンブク県からアスンシオンへ移動 

14:00 団内打合せ 

15:30 Plan Paraguay 訪問・協議 

7/24（火） ９:00 世界保健機関（OPS）訪問・協議 

11:20 国際連合児童基金（UNICEF）訪問・協議 

14:00 INEPEO、厚生省看護課、厚生省助産課、看護師協会、助産師協会、看

護教育（国立アスンシオン大学看護校、助産校等）、厚生省企画総局、厚生省

プログラム総局、厚生省サービス局等との協議 

7/25（水） ８:00 ワークショップ形式による全体協議（INEPEO、厚生省看護課、厚生

省助産課、看護師協会、助産師協会、看護教育者、新規対象各県衛生局看護

師長、ファシリテーター代表、各種委員会代表） 

7/26（木） ８:00 全体協議（前日の続き） 

14:00 ミニッツに関する協議 

7/27（金） 終日 ミニッツ協議 

7/28（土） 10:30 アスンシオン第９保健センター視察 

7/29（日） 団内協議 

7/30（月） 10:10 保健省副大臣との協議 

12:00 ミニッツ署名 

16:30 山下団長・小川団員・伊藤団員アスンシオン発（同日サンパウロ着・

発、8 月 1 日成田着） 

7/31（火） ８:00-17:00 INEPEO を拠点に情報収集・作業 

8/1（水） ８:00-17:00 INEPEO を拠点に情報収集・作業 

10:30 厚生省看護課長へのインタビュー 

8/2（木） ８:00-17:00 INEPEO を拠点に情報収集・作業 

９:00 公衆衛生院（INS） 学長へのインタビュー 

10:30 厚生省プログラム総局長へのインタビュー 

8/3（金） ８:00 -17:00 INEPEO を拠点に情報収集・作業 

15:00 厚生省企画・評価総局長へのインタビュー 

8/4（土） 資料整理 

8/5（日） 資料整理 
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8/6（月） ８:00-17:00 INEPEO を拠点に情報収集・作業 

９:00 米州開発銀行（BID）Mr. Alberto de Egea（ナショナル専門員）にイ

ンタビュー 

8/7（火） ８:00-11:00 INEPEO を拠点に情報収集・作業 

11:30 PAHO/WHO Lic. Maria Adela Miltos Roa （Director）にインタビュ

ー 

14:00 JICA パラグアイ事務所に報告 

16:30 アスンシオン発 

 

１－４ 主要面談者 

＜パラグアイ側＞ 

（１）厚生省 

Dr. Oscar Martínez Doldan 大 臣 

Dra. Norma Dure 副大臣 

Dr. Roberto Dullack 企画・評価総局長 

Dra. Maria Eslela Cabral 企画・評価総局 

Dr. Ruben Dario Ortiz プログラム総局長 

Dra. M. Elsa Paredes プログラム総局 

Lic. Maria Adela Miltos 助産課長 

Lic. Blanca Mancuello 看護課長 

Lic. Mirian Pedrozo de Ramírez 国立救急病院看護師長 

Lic. Luz Liliana Leguizamon 小児病院看護師長 

Lic. Gladys Noemí Galeano Quiñonez 国立看護・助産継続教育センター所長 

Lic. Mary Petrona Fariña Villamayor INEPEO 継続教育専門官 

Lic. Nancy Mujica Ojeda INEPEO ラテンアメリカ継続教育ネットワー

ク専門官 

Lic. María del Carmen Cardozo de Cañete INEPEO 研修管理担当官 

 

（２）アルトパラナ県 

Dr. Francisi C. Conerero 衛生局長 

Lic. Elba Y. Cuba 県衛生局看護師長 

Lic. Mirgam S. Colonga Verie 県衛生局疫学課 

 

（３）カアグアス県 

Lic. Blonco Mortinez 県衛生局看護師長 

Lic. Elcira Garay 県地域病院看護師長 

 

（４）パラグアリ県 

Lic. Maria Estela Leguizamón 県衛生局看護師長 

Lic. María Glirie Gimeñez 県ファシリテーター 

Lic. Elodia Vysokolén 県プログラムコーディネーター 
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（５）その他関係者 

Lic. Modesta de Piris パラグアイ助産師協会長 

Lic. Maria Concepción Chávez パラグアイ看護師協会長 

Lic. Rosalio de López 国立アスンシオン大学看護学校長 

Lic. Gladys Morales パラグアイ助産学校長 

 

＜ドナー機関＞ 

（１）世界保健機関（OPS）パラグアイ事務所 

Lic. Maria Adela Miltos Roa 所 長 

Esperanza Martinez コンサルタント 

Bernarno Sanchez コンサルタント 

Rosario Audre コンサルタント 

Marys C. Ghisays コンサルタント 

 

（２）国際連合児童基金（UNICEF）パラグアイ事務所 

Lic. Elsie Butterworth Kennedy 栄養・教育担当官 

Dra. Susana Sanchez コンサルタント 

 

（３）Plan Paraguay（NGO） 

Lic. Belinda Portillo プログラムマネージャー 

Lic. Dolly Godoy 保健分野専門官 

Lic. Josefa Rauros 保健分野専門官 

 

＜日本側＞ 

（１）在パラグアイ日本大使館 

飯野 建郎 特命全権大使 

宍戸 孝志 経済・技術協力班 

 

（２）JICA パラグアイ事務所 

桜井 英充 所 長  

岩谷 寛 次 長 

中川 岳春 所 員 

山口 景子 企画調査員 

林  りさ 職 員 
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第２章 プロジェクト実施の背景 
 

２－１ 当該国の社会情勢、社会経済状況 1 

パラグアイ国は南米大陸のほぼ中央に位置し、面積は 40.7 万 km2（日本の約 1.1 倍）で、人

口は約 607 万人 2である。国民の 97％が白人と先住民の混血で、言語はスペイン語とグァラニー語

がともに公用語である。1993 年に 39 年ぶりの文民大統領が就任し、人権の尊重、司法権刷新、

憲法遵守等、民主化定着を図っている。 

産業構造は対 GDP（2003 年）では、農業 27.2％、工業 24.2％、サービス業 48.5％となって

いる。主要産業は農牧林業で輸出総額の半分を占めるが、綿花及び大豆の輸出が大きいため、

経済成長は両作物の生産状況と国際価格に左右される。 

また、1995 年の南米南部共同市場（メルコスール）加盟以降、域内経済統合の流れに対応で

きず経済は低迷し、1996 年に US$1,945 に達した国民１人当たり GNP は、2002 年には US$969
に下落した（2003 年は US$1,019）。しかしながら、2003 年のドゥアルテ政権発足時に課題であ

った経済改革関連法案を成立させ、国際通貨基金（International Monetary Fund：IMF）とのス

タンド・バイ・クレジットを正式合意した。一方、同国には著しい経済格差が存在し、1999 年

から 2004 年の間に貧困層（最低限の栄養を摂取し、かつ生活に必要な最低限のサービスを受

けるのに必要な収入を下回る層）は全人口の 34％から 49％、極貧層（最低限の栄養を摂取す

るのに必要な収入を下回る層）は 16％から 25％へと増加している。 

 

２－２ 保健医療セクター全体の状況 

（１）主な保健指標 

パラグアイ保健医療セクターにおける主要な基本保健指標を示す (表２－１)3。同国では

1992 年以降、乳児死亡率（Infant Mortality Rate：IMR）、５歳未満児死亡率（Under-５ Mortality 
Rate：U５MR）、妊産婦死亡率（Maternal Mortality Rate：MMR）の改善が停滞している。

このままでは、ミレニアム開発目標４（2015 年の５歳未満児死亡率 14）、開発目標５（2015

年の妊産婦死亡率を 1990年の４分の３に削減する）の目標達成は難しいといわれている。 

 

                             
1 本項目は「パラグアイ国アスンシオン大学病院移転・整備計画基本設計調査報告書 2006 年」を参考にしている。 
2 2004 年 ECLAC（Economic Commission for Latin America and the Caribbean, ラテンアメリカ・カリブ経済委員会）より。 
3 衛生行政区別の乳幼児死亡率については付属資料５を参照。 



－6－ 

表２－１ 主な基礎保健指標 

基本保健関連指標 1990 年 2005 年 

1 出生時平均余命（歳） 68 71 

2 ５歳未満児死亡率（出生 1,000 当たり） 41 23 

3 乳児死亡率（出生 1,000 当たり） 33 20 

4 妊産婦死亡率（出生 10 万当たり） 150* 170（2000 年） 

5 粗出生率（人口 1,000 当たり） 35 29 

6 粗死亡率（人口 1,000 当たり） 6 5 

7 合計特殊出生率 na 3.7 

8 結核（BCG） na 78 

9 ３種混合（DPT３） na 75 

10 ポリオ（Polio３） na 74 

11 麻疹 na 90 

12 B 型肝炎（HepB３） na 75 

13 

１歳児の予防接種率（％） 

b 型インフルエンザ（Hib３） na 75 

14 １回以上妊婦健診を受けた妊婦の割合**（％） 1999～2004 年 94.2 

15 ５回以上妊婦健診を受けた妊婦の割合**（％） 1999～2004 年 71.3 

16 保健医療施設における分娩の割合**（％） 1999～2004 年 74.1 

都市部（2004 年） 99 17 改善された水源を利用する人口の割合（％） 

農村部（2004 年） 68 

都市部（2004 年） 94 18 適切な衛生施設を利用する人口の割合（％） 

農村部（2004 年） 61 

*1990 年に厚生省に登録された妊産婦死亡率 
**パラグアイ人口研究センター（Centro Paraguayo de Estucios de Población, CEPEP），Encuesta Nacional de Demografia 

y Salud Sexual y Reproductiva 2004（人口及び性及びリプロダクティブヘルスに関する全国調査 2004 年），2005 
出典：www.unicef.org/infobycountry/ 
 

 

（２）疾病構造 

2005 年の厚生省の統計によれば、乳児の主な死因は分娩時の傷害（31.1％）、先天的形

成異常（15.6％）、新生児の感染症（12.8％）、早産（6.0％）、下痢症（5.6％）である。

１～４歳児の主な死因は、外的要因（14.1％）、肺炎及びインフルエンザ（11.9％）、下痢

症（10.5％）、腫瘍、先天性奇形、栄養失調及び貧血（それぞれ 7.5％）である。５歳未満

児の死亡の約 65％は予防可能な原因によるものといわれている。妊産婦死亡の主な原因は、

流産（27.3％）、妊娠中毒症（19.9％）、出血（19.1％）、敗血症（11.0％）である 4。 

外来診療の主な原因としては、急性呼吸器感染症、下痢症、腸管寄生虫症などの感染症

のほか、高血圧症、交通事故、骨折などによるものが多い。 

 

（３）保健医療システム 

同国の保健医療サービスは、厚生省管轄の医療施設、社会保険庁（Instituto de Previsión 
Social：IPS）の医療施設、民間の医療施設、軍病院、警察病院により提供されている。大

                             
4 衛生行政区別の乳児死亡及び妊産婦死亡の主な原因については、付属資料６、７を参照。 
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学病院は大学の付属施設として独立している。国勢調査局が 2001 年に実施した世帯調査 5

によれば、国全体で約 80％の人々が病気の際に厚生省が管轄する公的医療施設で保健医療

サービスを利用している。また、IPS や民間による医療サービスは首都アスンシオン及び

セントラル県に集中しており、地方における医療サービスは主に厚生省管轄の公的医療施

設で提供されている。 

厚生省は全国を 18 の衛生行政区に分け、表２－２の設置基準をもとに医療レベルを４

段階に分けている 6。 

 

表２－２ 全国の厚生省所管の医療施設 

区 分 施設数 設置基準 機 能 

第４次医

療施設 

専門病院及び 

総合病院 

９ 国の要望による 専門科及び高度専

門科の外来・入院 

地域病院 17 住民 12 万人以上 基本４科*と優先度

の高い専門科外来

・入院 

第３次医

療施設 

地区病院 34 住民 1.5 万～４万人 基本４科の外来・

入院 

第２次医

療施設 

ヘルスセンター 117 住民 0.6 万～1.5 万

人 

一般外来 

第１次医

療施設 

ヘルスポストなど 730** 住民 0.6 万人未満 基礎サービス（看護

・助産人材による）

表中の医療施設のほか、全国に７カ所の母子病院及び 12 カ所の専門センターがあるが、区分は未確認 
*基本４科とは、内科、外科、小児科、産婦人科 
**730 はヘルスポストの数であり、うち 44 カ所が閉鎖中。このほか、全国に 58 カ所のディスペンサリーがある（う

ち３カ所が閉鎖中） 
出典：病院数は厚生省資料 2007 年、設置基準及び機能は「アスンシオン大学病院移転・設置計画基本設計調査報告

書 2006 年」 

 

同国では 1992 年以降、乳児死亡率、妊産婦死亡率が上昇傾向、ないしは改善が停滞し

ており、大幅な介入の必要性が訴えられてきた。現大統領は保健医療サービスへのアクセ

スの改善を図るため、母子に対する基本的医薬品の無料化を法令により打ち出した。2005

年には米州開発銀行（Banco Interamericano de Desarrollo：BID）の借款により、母子に対

する基本的保健ケアプログラム（Programa de Cuidado Sanitario Básico：PCSB）の無料化

を打ち出した。このプログラムでは、13 の疾病の治療と 40 のサービスが無料で提供され

る 7。BID による融資資金は 2007 年 10 月に終了するが、これを基本として厚生省予算に

より国家プログラムとして継続する予定とのことである。 

 

                             
5
 世帯の統合的調査（Encuesta Integral de Hogares）2000-2001。 

6
 衛生行政区別の医療施設の数については、付属資料３を参照。 

7
 厚生省計画総局によれば、世界銀行の融資により行われる予定であった母子保健改善計画（Asegramiento de materno infantil）が同行

の融資を得られず、BID の融資により実現されたとのことである。 
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２－３ パラグアイ国政府の保健開発戦略 

パラグアイ国政府は「2003～2008 年国家開発計画」において保健医療の改革を国家開発の柱

の１つとして、「保健医療システムの確立」、「地方分権化の促進」、「保健医療サービスの向上」

を掲げた。さらに、「2003～2008 年国家保健政策」においては「保健医療分野での社会的保護

の拡大及び公正化」という総合目的の下に、「保健サービスにおけるケアの改善」、「貧困層に

対する質の高いサービスの提供」等を特定目的として掲げ、優先的取組みとして「レファラル・

システムの強化」、「厚生省所管の国立病院の整備」、「保健医療従事者の研修・育成」等に取り

組むことを掲げた。 

現厚生大臣の下、作成された「2005～2008 年国家保健政策」のなかで、パラグアイ国政府は

５つの指針を打ち出しているが、そのなかには「保健医療分野で働く人材の開発と継続教育の

強化」が含まれている。そこでは、保健システムの構造的、文化的変革のなかで保健医療サー

ビスの質の向上及び国民の健康改善を図る重要な手段として、国家的な継続教育モデルをつく

ることの重要性を強調している。 

地方分権化は一様に行われているわけではないが、地方自治体との協力で 18 の衛生行政区

への予算の分散化、機能の分散化、サービスの分権化が進められている。最終的には経費を地

域で負担できる体制の確立を目指している。 

予算請求は、従来の実績をもとに各衛生行政区で作成された案を厚生省がまとめて大蔵省に

提出している。大蔵省により大幅な予算の増額が認められることはなく、年 10～20％の増加が

限度である。厚生省の予算は４年前から増加傾向にあったが、2006 年度の予算は抑制され、微

増にとどまっている 8。 

 

２－４ 過去・現在行われている他のドナー国、国際援助機関の対象分野関連事業 9 

（１）米州保健機構（Pan American Health Organization：PAHO）/世界保健機関（World Health 
Organization：WHO） 

組織強化、予防接種拡大計画（Expanded Programme on Immunization：EPI）、リプロダ

クティブヘルス等の分野で支援を行っているほか、CIDA から拠出された予算をもとに厚

生省が小児疾患の統合的管理（Integrated Management of Childhood Illness：IMCI）普及を

行うために技術的な指導を行っている。今後はレファラル・システムの改善、サービスの

カテゴリー化、医療施設内での治療結果の改善を目的とした継続教育への支援も行ってい

く予定である。 

 

（２）国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF） 

本プロジェクトに関連する「子どもの健康」分野では、EPI、栄養改善プログラムを支

援しているほか、北部のボケロンとアルト・パラグアイの２衛生行政区において NGO に

委託してコミュニティ IMCI10 を普及させている。これらの地域は先住民が多い過疎地であ

                             
 
8
 厚生省企画・評価総局長のコメントより。各衛生行政区の予算全体については把握できなかったが、プライマリヘルスケアのプロ

グラム予算を付属資料８に示す。 

 
9
 本調査で各衛生局に送付した質問票への回答により把握できた衛生行政区におけるドナーの支援状況を付属資料９にまとめた。 

10
 1992 年に WHO と UNICEF が共同で子どもの病気に総合的に対処する方法として開発した戦略が IMCI（スペイン語では AIEPI）
である。IMCI のコンポーネントには、医療従事者の症例管理技術の改善を目的としたクリニカル IMCI と、家庭や地域での小児に

対するケアの改善を目的としたコミュニティ IMCI がある。 
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り、安全な水、衛生施設、電気へのアクセスも他地域に比べて低く、保健指標も悪い。 

 

（３）米州開発銀行（BID） 

現在実施中の借款は、1998 年から医療サービスの地域化、地方分権化を目的として、人

材強化、施設建設、機材整備などに投入されている。 

2005 年から 2007 年まで PCSB により母子保健に関連する 17 の疾病、80 種類のジェネ

リック医薬品の過疎地への調達を支援し、中部地域５衛生行政区から東部地域全体 10 衛生

行政区を対象として、供給体制の確立を支援している。 

2008 年に新政権が誕生してから後続案件を検討する見込みである。 

 

（４）アメリカ国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID） 

地方の貧困地域を中心にリプロダクティブヘルス・サービスの質の向上と利用拡大を目

指し、リプロダクティブヘルス・サービス及びその他の保健サービスの地方分権化に関わ

る支援を行っている。 

 

（５）Plan Paraguay 
JICA 南部看護・助産継続教育プロジェクト終了後、国立看護・助産継続教育センター

（ Instituto Nacional de Educación Permanente en Enfermería y Obstetricia： INEPEO）が自

助努力で継続教育研修を拡大したパラグアリ、カアグアスの 2 衛生行政区における研修費

用を負担支援した。2008 年以降の本プロジェクトにおいても、サン・ペドロ、グアイラの

２衛生行政区における活動に対する資金提供を表明している。 
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第３章 パラグアイ国における看護・助産人材分野の現状と課題 
 

３－１ 現 状 

本プロジェクトは、厚生省の看護・助産人材の継続教育を対象としていることから、厚生省

の看護・助産人材を含む保健人材の配置状況及び看護・助産人材の継続教育の土台となる看護

基礎教育（養成教育）について述べる。 

 

（１）保健人材の配置状況 

保健人材の配置状況を職種別にみると、表３－１のとおりである。 

 

表３－１ 厚生省 職種別の医療従事者の数 

No. 職種別 数 人口１万人当たり

1 医師 3,602 5.99 

2 学士看護師／助産師 1,663 2.77 

3 准看護師 5,565 9.26 

4 助産師 11 372 0.62 

5 技術師 12 1,393 2.32 

6 保健助手 1,029 1.71 

7 生化学その他の専門職 13 604 1.01 

8 歯科医師 523 0.87 

9 ソーシャル・ワーカー 113 0.19 

10 心理療法師 123 0.20 

 合計 14,987  

注）人口 6,009,142 で計算 
出典：厚生省年報 2006 年 p.31 

 

2006 年の厚生省年報によれば、学士看護師／助産師の数は 1,663 人（人口１万人当たり

2.77）、准看護師は 5,565（人口１万人当たり 9.26）、助産師は 372（人口１万人当たり 0.62）

であった。 

表３－１では准助産師と技術助産師の別などが明らかではないが、別の厚生省人材局の

資料（付属資料４）では、それらが区別されている。また、養成機関が１年間と短い准看

護師や准助産師が看護・助産人材の大半を占めているのが実態であり、衛生行政区別に見

ると、准看護師・准助産師が看護・助産人材の 70～90％を占めている（付属資料４14参照）。 

准看護師・准助産師の養成は 2005 年以降は行われていないが、現職の准看護師・准助

産師の多くは辺地に存在する保健センターないしは保健ポスト（保健ポストでは１人配置

の場合が多い）での勤務に携わっており、地域の保健医療サービスの重要な担い手となっ

                             
11
 ここで示す助産師が准助産師かどうかは不明。 

12
 ここで示す技術師は、麻酔科、検査、助産、放射線科、歯科等の技術師を含んでいる。 

13
 薬剤師もここに含まれると思われるが、詳細は不明。 

14
 付属資料４は厚生省人材局から入手したもの。表３－１のデータも同省人材局からのものであるが、後者は毎年厚生省年報の中で

公開されている。付属資料４の中には、厚生省の中央レベルが管轄する国立病院と中央の厚生省のスタッフが含まれていないため

両者のデータに差が出ていると思われるが、詳細は不明。 
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ている。保健医療サービス全体の質の向上のためには、彼らに対する継続教育が非常に重

要である。 

 

（２）看護・助産基礎教育の現状 

看護基礎教育（養成教育）は、准看護師養成校・准助産師養成校（基礎教育９年 15 後の

１年間の教育）、看護技術師養成校・助産技術師養成校（基礎教育 12 年後の２年間の教育）

及び大学医学部付属教育機関としての４年間の教育（学士看護師・学士助産師の養成教育）

によって構成されていた。このうち、准看護師・准助産師養成校は、メルコスール（ブラ

ジル、アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイ）厚生大臣会議における決定により、2005

年１月に廃止されている。本プロジェクトは、このような看護教育のあり方で育成されて

きた看護・助産人材を対象として保健医療の質の向上に向けた継続教育を行うものである。 

かつて准看護師・准助産師の養成校の多くは厚生省により運営されていたが、現在の看

護技術師養成校・助産技術師養成校は民間によって運営されている。厚生省の国立保健院

（Instituto Nacional de Salud：INS）がこれらの養成校を監督し、カリキュラム、授業時間

設定の認可、教育施設、卒業試験の要件等の指導を行っている。INS によれば、全国に 122

の認可された看護技術師養成校・助産技術師養成校があるが、これらの多くは 2005 年１

月までに准看護師養成校・准助産師養成校から看護技術師養成校・助産技術師養成校に変

更されたものである。 

このほか、INS によれば、全国には認可されていない学校で教育を受けた助手（auxiliar）
約 2,000 人が資格を持たぬまま准看護師に近い仕事をしている。INS 学長によれば、彼ら

は年齢が 30～50 歳と高齢で新たに養成校に入学することは困難であるため、１年間の通

信教育により准看護師の資格を付与する機会を一度だけ与える計画が検討されている 16。 

 

 

３－２ 主な課題 

（１）看護・助産継続教育における課題と JICA によるこれまでの支援 

在職の看護・助産人材に対する継続教育は、従来からリプロダクティブヘルス・プログ

ラム、予防接種・栄養改善など子どもの健康関連プログラム、感染症対策プログラムなど

により散発的に実施されてきた。しかし、それらは看護・助産人材全体の能力強化のため

に系統だって計画・立案されたものではなかった。また、同一の人物が複数の研修に参加

する一方、末端のヘルスポスト等に勤務する人材には研修受講の機会が与えらなかったの

が実情であった。 

「JICA 南部看護・助産継続教育強化プロジェクト（2001～2006 年）」は同国のなかでも

保健医療サービスの発展が遅れていた南部地域において、看護・助産人材の母子保健サー

ビスに関する能力強化を目的として開始され、南部４衛生行政区（ニェンブク、ミシオネ

ス、イタプア、カアサパ）において、看護・助産人材の継続教育システムが確立され機能

するというプロジェクト目標を達成した。さらに、全国レベルでの看護・助産継続教育の

システムづくりに向けた取組み（国家試験導入に向けた協力、カリキュラム作成等）も実

                             
15
 小学校６年プラス中学校３年。看護・助産技術師の養成校に入学するには、さらに高校３年を要する。 

16
 なお、INEPEO は有資格の准看護師・准助産師等を継続教育研修の対象としており、これら無資格の助手は研修対象にはしていな

い。 
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施された。同プロジェクト終了後、2006 年にパラグアイ側の自助努力により研修対象を２

衛生行政区（カアグアス、パラグアリ）追加し、同プロジェクトで得られた成果を普及さ

せている。しかしながら、他の 12 衛生行政区においては同様の体系的な継続教育は実施

されていない。パラグアイ国側のみで継続教育を全国に普及するには限界があることから、

同政府から看護人材育成強化プロジェクトが要請されてきた。 

 

（２）ワークショップによる問題分析と協議 

本調査ではワークショップを開催し、看護・助産継続教育に関わる関係者が一堂に会し

て、INEPEO 所長による「JICA 南部看護・助産継続教育強化プロジェクト（2001～2006

年）」の成果・教訓についての報告の後、看護・助産継続教育の質に関する問題分析・目

的分析を行った。 

ワークショップの問題分析では、中心問題として「看護・助産継続教育の質が低い」が

提示され、参加者各自から提出された中心問題の直接原因が以下の６つに分類され、それ

ぞれについての問題分析を行ったところ、主要な問題は以下のとおりであった。 

なお、以下の問題点は、どこの問題点なのか、どの衛生行政区の問題なのかは特定して

いない。これは、ワークショップを参加型で開催し、問題ごとにグループ分けして作業し

た際に、各グループの属性が偏らないよう配慮し自由に意見を出してもらうため、誰が書

いたかは問わなかったためである。したがって、以下の問題は、各衛生行政区にあまねく

みられる問題点ではないことに留意する必要がある。 

 

１）ファシリテーターに係る問題点（研修を指導する講師に係る問題） 

１．すべてのファシリテーターが十分な意欲を持っているわけではないが、それは、

スタッフ全般の傾向として給与が少ないため、複数（多くの場合２つないし３つ）

の職を抱えていることと、研修を指導することに対するインセンティブがないた

めである。 

２．ファシリテーターは通常の看護業務、ペーパーワーク等多くの業務を抱えており、

多忙であるため、知識がアップデートされていない。また、ファシリテーターの

選抜や養成には改善の余地がある。 

３．教育が集権化されていて、多様なニーズに対応できていない。 

 

２）研修参加者側に関する問題点 

１．研修が直接利用者にサービスを提供する看護・助産人材を対象としていない。研

修参加者の選抜が適切でない（同一人物が何度も研修に参加している一方、機会

を与えられない看護・助産人材が多い）のは、継続教育の重要性が十分認識され

ていないためである。 

２．研修参加者のエンパワメントまたはモチベーションが不足しているが、それは、

継続教育が受講者の現場のニーズに合致していないこと、継続教育の重要性が認

識されていないこと、為政者が継続教育に対して興味を持っていないことなどに

よる。 

３．医療の現状に関する情報が不足しており、研修参加者の医療の現状に対する知識

が不足している。 

４．養成水準に合致した、看護・助産の継続教育が不足している。 
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５．医療施設に配属されている人材の水準が適切でない。 

６．研修参加者側も多忙であり、長期の研修参加は困難である。 

 

３）継続教育の内容に関する問題点 

１．統一されたカリキュラムがない。各養成水準に対応した継続教育カリキュラムが

作成されていない。ニーズに基づいた継続教育計画が作成されていない。 

２．インストラクターの配慮が不足している。適切なインストラクターが選考されて

いない。道徳的価値観を守らないインストラクターがいる。 

３．管理当局による管理体制が悪く、個人及び政治的な利害関係に左右される。継続

教育に政治及び個人的な利害関係が影響している。また、資金が不足している。

４．継続教育政策に不備があり、継続教育に関係する高官レベルと実務者レベルの間

の連携がない。 

 

４）モニタリングの不足に関する問題点 

１．モニタリングのツールが不足しており、モニタリングの必要性が認識されていな

い。 

２．モニタリングの研修を受けた人材が少ない。正規職員のための研修予算が少ない

し、医療従事者自体の数も少ないため、研修を受けられない。 

３．財源が不足している。予算作成の際の計画性が不足しているうえ、予算が執行さ

れる割合が低く、執行される時期も遅れがちである。 

 

５）継続教育政策の不足に関する問題点 

１．政治的な情勢が不安定な時期であり、為政者及び政治が不安定である。 

２．為政者の認識不足により、継続教育政策が効率的ではない。 

３．継続教育政策を検討・策定するための予算が不足している。また、人材不足、モ

チベーション不足のため、実施体制に不備がある。 

４．当局によるエンパワメントが不足しており、人材の配置が不適切なため、業務が

継続的でない。また、チームワークも不足している。 

 

６）財源の不足 

１．管理体制が適切でなく、人材の採用政策が適切ではない。 

２．地域内での財源を確保するための活動が行われていない、財源の検討が十分に行

われていないなど、財源確保のための活動が不十分である。 

 

（３）解決されるべき課題 

上記の主要問題に対処するため、①ファシリテーターのモチベーションが維持されるた

めに、何らかのインセンティブの導入や、中期的及び短期的に評価されるシステムの導入、

ファシリテーターが研修準備に専念できるよう、継続教育が制度として確立されるよう働

きかけることの必要性〔（２）の１）参照〕、②継続教育の内容及び研修参加者の意欲を改

善するための、各養成水準や現場のニーズに合致した「適応プログラム」作成の必要性

〔（２）の２）、３）参照〕、③統一されたモニタリング・システムの確立と実施の必要性

〔（２）の４）参照〕、④継続教育の財源が確保されるために、行政支援を確保するための
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活動と同時に、効率的・効果的な研修を実施して、成果を為政者に示していくことの必要

性、などが提示された〔（２）の５）、６）参照〕。 

そこで、本プロジェクトで対処すべき課題として、①質の高い継続教育研修を実施する

ための意欲を持ったファシリテーターの養成、②衛生行政区の事情に応じた適応プログラ

ムの作成、③継続教育研修のモニタリング・評価方法の確立・実施、④継続教育研修が自

立発展的に行われるための予算・行政の理解・支援等の確保、の４つが主要な課題として

まとめられた。さらに、全体協議のなかで、以下の点が指摘された。 

・継続教育研修の内容はこれまでに行われている小児・母性領域にとどまらず、研修内容

を徐々に拡げるよう努力すべきであること。 

・多くの場合、長期の研修参加は困難であり、最大３日が限度であること。 

・厚生省による継続教育研修にあてられる予算の増額は困難であり、衛生行政区レベルで

の自助努力、自治体への予算要求、公団・NGO・他ドナー等への支援要請等に努める必

要があること。 
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第４章 プロジェクトの戦略 
 

第３章で述べられた問題・課題を踏まえ、本プロジェクトの戦略が以下のとおり整理された。 

 

４－１ プロジェクト戦略の概要 

３年間の協力内容として、①国家の標準プログラムとして認定されている母性・小児領域 17

での研修及びモニタリングの普及・拡大、②研修及びモニタリングを自立発展的に実施してい

くための人材・組織づくり・予算・行政支援等の確保、③継続教育カリキュラムが策定されて

いる基礎看護学・地域看護学・成人看護学の標準プログラムの開発・国レベルのファシリテー

ターの養成、の３つの要素をコアとして、看護・助産継続教育の質の向上と、全国展開の基盤

づくりを行う。 

 

戦略① 国家の標準プログラムとして認定されている母性・小児領域での研修・モニタリング

の普及・拡大を図る。 

前プロジェクトの対象地域４衛生行政区及びその後のパラグアイ国側の自助努力によって

２衛生行政区に実施拡大された母性・小児領域での研修・モニタリングを、新たな重点対象地

域 10 衛生行政区に普及・拡大する。 

 

戦略② あらゆる領域での継続教育研修及びモニタリングを自立発展的に実施していくため

の人材・組織・予算・行政支援等の基盤を確保していく。 

自立発展性確保の観点から、INEPEO におけるファシリテーター研修の費用は JICA が負担す

るが、各衛生行政区における研修実施経費及びすべての研修モニタリング実施経費は、自立発

展性の観点からパラグアイ国側が負担すべく、最大限努力する。 

 

戦略③ 看護・助産継続教育の内容は徐々に拡げるべきものであるため、既に継続教育カリキ

ュラムが作成されている基礎看護学、成人看護学、地域看護学の３領域に関する研修の基礎を

つくるため、研修プログラム、教材等の作成、ナショナルファシリテーター養成等の基礎づく

りを行う。 

 

                             
17
 この標準プログラムには、小児疾病統合管理（IMCI）のうち、危険兆候、せき・呼吸困難、下痢、発熱、耳・喉の症状、栄養失調

と貧血等が含まれている。 
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４－２ プロジェクトの実施体制 

プロジェクトの運営・実施体制は図４－１に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ プロジェクトの運営・実施体制 

 

厚生省がプロジェクトの責任機関となる。同省は、プロジェクトのカウンターパート機関で

ある国立看護・助産継続教育センター（INEPEO）及びその審議会、全国の衛生行政局ととも
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テンアメリカ継続教育ネットワーク専門官、研修管理担当官とともにプロジェクトを実施して

いく。前プロジェクト実施期間中に育成された小児・母性領域のナショナルファシリテーター

は、INEPEO の指導・支援の下、プロジェクトの重点対象地域 10 衛生行政区のファシリテータ

ーの育成にあたる。育成された各衛生行政区のファシリテーターは、それぞれの衛生行政区の

看護・助産人材の研修・モニタリングにあたる。 

基礎看護学、成人看護学、地域看護学の３領域のナショナルファシリテーターは本プロジェ

クト実施期間中に育成される。 

INEPEO におけるファシリテーター研修の費用は JICA が負担するが、各衛生行政区における

研修実施経費及びすべての研修モニタリング実施経費は、自立発展性の観点からパラグアイ国

側が負担すべく最大限努力することが協議のなかで合意された。現状ではパラグアイ国側で確

保されている予算はわずかであり、INEPEO、同審議会、各衛生行政局が、今後厚生省を通じ

た大蔵省への予算要求や自治体への予算要求、公団・協会関係・NGO・他ドナー等への支援要

求等に努力する所存であることが確認されている。 
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第５章 プロジェクトの基本計画 
 

５－１ プロジェクトの対象地域 

本プロジェクトの主たる対象となるのは、これまで INEPEO による看護・助産継続教育が実

施されていない 12 衛生行政区のうち、人口が散在している北部２衛生行政区を除く 10 衛生行

政区（コンセプシオン、サン・ペドロ、コルディジェーラ、グアイラ、アルトパラナ、セント

ラル、アマンバイ、カニンデジュ、プレシデンテ・アジェス、首都）を重点地域とし、南部看

護・助産継続教育強化プロジェクト対象地域４衛生行政区（ニェンブク、ミシオネス、イタプ

ア、カアサパ）及び 2006 年にパラグアイ側の自助努力により研修対象として追加された２衛

生行政区（カアグアス、パラグアリ）を加えた 16 衛生行政区である。なお、本プロジェクト

で強化される基礎看護学、成人看護学、地域看護学の３領域に関する研修の基礎は、他の２衛

生行政区を含む全国の看護・助産人材の継続教育に資することを目的としており、プロジェク

トの対象は全国とする。 

 

５－２ プロジェクトのターゲットグループ 

本プロジェクトのターゲットグループは、厚生省の全国の看護・助産人材約 4,600 名である 18。 

 

５－３ プロジェクト目標 

本プロジェクトの実施期間は、2008 年から 2011 年までの３年間が計画されている。本プロ

ジェクトの実施によって、プロジェクト終了時には、次のような状態が可能になると想定され

る。「全国規模で看護・助産人材の継続教育研修を自立的に実施する基盤が強化されることに

より、各衛生行政区において『研修実施計画』に基づく小児・母性領域に関する継続教育研修

及び研修モニタリング・評価が自立発展的に実践されている。さらに、基礎看護学、成人看護

学、地域看護学の３領域に関する継続教育研修を実施するための基礎ができている」 

 

指標１ 「10 衛生行政区ファシリテーターが研修受講者による５段階評価で 3.5 以上の評価を

得る」ことにより、プロジェクトで養成された各重点衛生行政区のファシリテーター

が、研修実施・指導においてある一定の基準を満たす能力を備えていることが確認で

きる。 

指標２ 「10 衛生行政区における『研修実施計画』が、厚生省から看護・助産継続教育として

承認される」ことにより、同研修実施計画の正当性が確認でき、衛生行政区、自治体

等に対する予算請求の根拠が確保される。 

指標３ 「基礎看護学、成人看護学、地域看護学の『研修プログラム』が、厚生省からモデル

として承認される」ことにより、同研修プログラム普及ための正当性が確認できる。 

 

５－４ 上位目標 

上位目標は、プロジェクト目標の達成の結果として発現することが期待される、正のインパ

クトを示す。 

 

                             
18
 付属資料４「衛生行政区別看護・助産人材の数」を参照。 
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上位目標「全国レベルでの看護・助産人材による保健医療サービスが改善する」 

 

本プロジェクトの目標が達成され、全国規模で看護・助産人材の継続教育研修を自立的に実

施する基盤が強化されることによって、継続教育を受けている看護・助産人材の知識・技能が

改善され、彼らによる保健医療サービスが改善されていることが想定される。特に、本プロジ

ェクトで対象とする小児・母性領域における継続教育研修は、その内容に治療の場での知識・

技能のみならず、実際の予防・早期発見ができるようになる指導、必要に応じてコミュニティ

に出かけて実践することの重要性を教え、住民に保健サービスの利用を促すことまでを含んで

いる。研修により知識・技能が身につき、それをモニタリングすることにより確認し、更なる

指導をした成果は、実際のサービスの実践による結果で測るべきと考えられる。 

 

指標１ 「2015 年までに、有資格者による介助を受けた分娩（施設分娩）の割合が 2006 年と

比べて上昇する」 

 看護・助産人材による保健医療サービスが改善することは、住民に対する保健利用

サービスの利用を促進する姿勢・行動の改善を含み、その結果、有資格者による介助

を受ける分娩の割合が上昇することが期待できる。 

指標２ 「2015 年までに、５歳未満児死亡率及び妊産婦死亡率が 2006 年と比べて 20％減少す

る」 

 看護・助産人材による保健医療サービスが改善し、住民の保健医療サービスの利用

が促進されれば、その結果として５歳未満児死亡率及び妊産婦死亡率が減少すること

が期待できる。 

 

「南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」の実施期間中、プロジェクトの対象地域にお

けるこれらの指標の改善の幅は、対象地域外に比べて大きかったことが確認されている。プロ

ジェクト目標である「全国規模で看護・助産人材の継続研修を自立的に実施する基盤が強化さ

れる」が達成され、①厚生省の医療施設における看護・助産人材の数が現状より減少しない、

②医療施設の数が現状より減少しない、③看護・助産人材の業務に最低限必要な資機材が少な

くとも現状を保つ、という外部条件が満たされることにより、上位目標「全国レベルでの看護・

助産人材による保健医療サービスが改善する」が達成される。 

 

５－５ アウトプット及び活動 

プロジェクト目標達成のためのアウトプットは４つから構成される。プロジェクトではまず

「南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」の経験・実績に基づき、小児・母性領域に関す

る継続教育研修プロセスの確立・実施を図る（アウトプット１）ファシリテーターの養成研修、

各衛生行政区に応じた「適応研修プログラム」の作成、看護・助産人材のデータ・ベース作成

などの活動に着手する。さらに、同領域に関する研修モニタリング・評価方法の確立・実施（ア

ウトプット２）のための実施計画の作成、実際の研修モニタリングの実施を進める。これらと

並行して、継続教育研修実施及び研修モニタリング実施を自立的発展的に行うための人材（ア

ウトプット１に関連）・予算・組織づくり・行政支援確保（アウトプット３）のための継続教

育運営委員会の発足、予算確保のための活動、広報・普及活動を推進する。さらに、小児・母
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性領域にとどまらず、多様な住民のニーズに対応するための基礎看護学・成人看護学・地域看

護学の３領域に関する研修の基礎づくり（アウトプット４）を行う。 

 

アウトプット１ 

小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロセスが確立・実施され

る。 

 

まず、重点地域 10 衛生行政区において、ファシリテーターを選出・育成し、各衛生行政区

における研修計画及び各衛生行政区に応じた「適応研修プログラム」を作成する。そのうえで、

同 10 衛生行政区ならびに既にこれまでに継続教育研修プロセスが確立・実施されている６衛

生行政区において研修を実施する。 

 

活 動 

1-1 10 衛生行政区において、各８名のファシリテーターを選出し、小児・母性領域に関す

る研修計画を作成する。 

1-2 各衛生行政区８名のファシリテーターに対し、上記研修計画に沿った研修を実施す

る。 

1-3 上記研修中、各衛生行政区の状況及び研修受講者に適した「適応研修プログラム」を

作成する。 

1-4 10 衛生行政区において、全看護・助産人材のデータベースを作成する。 

1-5 10 衛生行政区における研修計画を作成する。 

1-6 16 衛生行政区において、上記研修計画に沿った看護・助産人材に対する研修を実施す

る。 

 

 アウトプット１の達成を図るために、以下の指標を活用する。 

指標 1-1 10 衛生行政区において、それぞれ小児・母性領域最低８名の衛生行政区ファシリテ

ーターが研修指導者として養成される。 

指標 1-2 10 衛生行政区における「適応プログラム」が作成され、各衛生行政局で承認されて

いる。 

指標 1-3 10 衛生行政区において、「研修実施計画」が作成される。 

指標 1-4 プロジェクト終了時までに、10 衛生行政区において乳幼児健診、リプロダクティブ

ヘルス研修受講者がそれぞれ最低 500 名に達している。 

 

アウトプット２ 

小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモニタリング・評価方法

が確立・実施される。 

 

重点 10 衛生行政区において、研修モニタリング・評価の実施計画を策定し、それに基づいて

同 10 衛生行政区ならびに既にこれまでに研修のモニタリングが確立・実施されている６衛生行

政区において研修モニタリングを実施する。 
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活 動 

2-1 10 衛生行政区における研修モニタリング・評価の実施計画を策定する。 

2-2 16 衛生行政区において研修モニタリング基準を用いた研修モニタリングを実施する。

 

アウトプット２の達成を図るために、以下の指標を活用する。 

指標 2-1 「研修モニタリング・評価実施計画」が作成される。 

指標 2-2 プロジェクト終了時までに10衛生行政区でそれぞれ最低１回の研修モニタリングが

実施されている。 

 

アウトプット３ 

自立発展に向け人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。 

 

既に継続教育運営委員会がある６衛生行政区に加えて、10 衛生行政区において継続教育運営

委員会を発足させ、活動を定例化する。衛生行政局、厚生省がともに研修・モニタリング経費

確保のための活動、継続教育予算確保のための活動を行う。ドナー、NGO、自治体などによる

研修・モニタリングの経費提供を促すため、プロジェクト成果に関する広報・普及活動を強化

する。 

 

活 動 

3-1 10 衛生行政区において、継続教育運営委員会を発足させ、活動を定例化する。 

3-2 16 衛生行政局は研修・モニタリング経費確保のための活動を行い、厚生省はこれを支

援する。 

3-3 厚生省は看護・助産人材の継続教育予算確保のための活動を行う。 

3-4 16 衛生行政区におけるプロジェクト成果に関する普及活動を強化する。 

 

アウトプット３の達成を図るために、以下の指標を活用する。 

指標 3-1 国レベル、衛生行政区レベルで看護・助産継続教育の資金の目途が確保されている。 

指標 3-2 ナショナルファシリテーター及び衛生行政区ファシリテーターが継続的に養成・確保

されている。 

指標 3-3 すべての研修テキストが厚生省から正式に承認されている。 

 

アウトプット４ 

看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、成人看護学、地域看護学の３領域に

関する研修の基礎ができる。 

 

 小児・母性領域は優先分野ではあるが、看護継続教育の対象はそれにとどまらない。「南部

看護・助産継続教育強化プロジェクト」で継続教育カリキュラムが作成された３分野について、

研修プログラム、研修マニュアル、教材等の作成を行うとともに、ナショナルファシリテータ

ーを養成し、各衛生行政区で３分野の研修が行われるようになるための基礎をつくる。 
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活 動 

4-1 看護・助産継続教育カリキュラム作成委員会において、３領域の研修プログラムを作

成する。 

4-2 ３領域研修プログラムに沿った研修マニュアル及び研修教材・教具を作成する。 

4-3 ナショナルファシリテーターに対する３領域の研修を実施する。 

4-4 全国の衛生行政区ファシリテーターに対する「研修実施計画」を作成する。 

 

 このアウトプット４の達成を測るために、以下の指標を活用する。 

指標 4-1 ３領域の研修マニュアルが厚生省の承認を受ける。 

指標 4-2 ３領域のナショナルファシリテーターが各領域最低 10 名養成されている。 

指標 4-3 16 衛生行政区ファシリテーターに対する３領域に関する研修実施計画が厚生省及

び各衛生行政区の承認を受ける。 

 

以上のアウトプットが達成され、「育成されたナショナルファシリテーター及び衛生行政区

ファシリテーターが継続的に機能する」という外部条件が満たされれば、プロジェクト目標で

ある「全国規模で看護・助産人材の継続研修を自立的に実施する基盤が強化される」は達成さ

れると考えられる。 

 

５－６ 投 入 

事前調査の協議の結果、日本側、パラグアイ国側の本プロジェクト投入（案）は次のとおり

合意された。 

 

表５－１ プロジェクトの実施に必要な投入（案） 

パラグアイ側（見込み） 日本側（見込み） 

人材 
・カウンターパート（INEPEO 所長、同継

続教育専門官、同ラテンアメリカ継続
教育ネットワーク専門官、同研修管理
担当官） 

・ナショナルファシリテーター 
・衛生行政区ファシリテーター 
・その他（財務官・秘書・運転手・警備

員） 

長期専門家 
・総括／継続教育 
・業務調整／モニタリング 
短期専門家 
・基礎看護 (看護管理含む)* 
・成人看護 
・地域看護* 

施設 
・研修施設（中央・地方） 
・プロジェクトオフィス 

機材供与 
・ファシリテーター用研修機材 

機材 
・INEPEO 所有の事務機器・実習用機材 
 

第三国研修* 
・エルサルバドル「基礎看護」 
・メキシコ「地域看護」 

各種経費 
・プロジェクト運営費（光熱水費、電話

代、ガソリン代の一部） 
・衛生行政区での研修実施経費 
・研修モニタリング経費 

在外事業強化費 
・INEPEO でのファシリテーター研修実施

経費 

*基礎看護の短期専門家（エルサルバドル）・短期専門家（メキシコ）の派遣及び第三国研修は、在外事業強
化費によるもの 



－23－ 

５－７ 外部条件・リスクの分析 

本プロジェクトのリスクと実施可能な対応策を表５－２に示す。 

 

表５－２ リスク 19分析及び対応策案 

リスク 対応策案 

プロジェクト目標から上位目標へ 
１．厚生省の医療施設における看護・助産人材の数

が現状より減少する。 
２．医療施設の数が現状より減少する。 
３．看護・助産人材の業務に最低限必要な資機材が

現状より悪化する。 
 
想定される影響 
⇒１．看護・助産人材による保健医療サービスの改
善が停滞する恐れがある。 
⇒２．住民の医療施設へのアクセスの改善が停滞す
る恐れがある。 
⇒３．保健医療サービスの改善が停滞する恐れがあ
る。 

 
１）政府のコミットメントを明確

にし、人材配置・医療施設の
数、資機材の状況が少なくと
も現状のレベルより悪化す
ることのないよう喚起する。

 
 

アウトプットからプロジェクト目標へ 
１．育成されたナショナルファシリテーターの多く

が継続的に機能しない。 
２．育成された衛生行政区ファシリテーターの多く

が継続的に機能しない。 
 
想定される影響 
⇒１．衛生行政区ファシリテーターの育成研修が円
滑に進まない恐れがある。 
⇒２．各衛生行政区における看護・助産人材に対す
る研修実施及び研修モニタリングの実施が円滑に
進まない恐れがある。 

 
１）厚生省及び衛生行政局に対

し、ナショナルファシテータ
ーの役割及び継続勤務の重
要性を説明し、異動のないよ
うに喚起し続ける。 

２）衛生行政局に対し、衛生行政
区ファシリテーターの役割
及び継続勤務の重要性を説
明し、異動のないように喚起
し続ける。 

 

活動からアウトプットへ 
１．カウンターパートが異動する。 
 
想定される影響 
⇒１．プロジェクトの活動の連続性、継続性が損な
われ、効果的な活動の実施が困難になる。 

 
１）プロジェクト実施中もカウン

ターパートの人事異動がな
いよう、定期的にパラグアイ
側と確認する。 

 

 

なお、外部条件として含まれてはいないが、プロジェクト実施に何らかの影響を与える可能

性があると考えられる以下の事項については、今後の進捗を見守っていくことが肝要である。 

 

（１）新政権下の厚生省・衛生行政局のコミットメント 

看護・助産継続教育の関係者及び新たに対象地域となった 10 衛生行政区については、

コルディジェーラ、アマンバイを除く８衛生行政局の看護課長とアマンバイの母子保健課

                             
19
 なお、表５－２の「リスク」は、PDM 上では「外部条件」の項に示されている。外部条件は、プロジェクトを成功させるために

必要な条件であるが、プロジェクト内ではコントロールできない条件として定義づけられ、その条件内容に関して肯定的な表現（条

件が満たされた状態）で記載されている。したがって、上記リスクと PDM 上の外部条件は、文章表現は異なるものの、プロジェ

クトを成功に導く重要事項としての扱いは同じである。 
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長がワークショップ形式の協議に参加し、既に継続教育研修が実施されている６衛生行政

区についてはビジャ・アジェスを除く各衛生行政局のコーディネーター等代表が協議に参

加しており、関係者の PDM 案、PO 案についての合意は十分得られたと考えられる。しか

し、2008 年中旬には大統領選挙が予定されており、その後の新政権下の厚生省・衛生行政

局関係者によるコミットメントを取り付けていくことが肝要である。 

 

（２）各衛生行政区における活動予算の確保 

各衛生行政区において研修・モニタリングを実施していくための活動予算は、今後の協

議や実際のプロジェクトの活動のなかで確保していく必要があり、各衛生行政区の事情に

応じて、今後具体的に検討していくことが必要である。 

 

（３）企画・評価総局、プログラム総局、サービス総局との調整 

厚生省のこれら３局との連絡・調整を図りつつプロジェクトの活動を進める。特にプロ

グラム総局では、リプロダクティブヘルス及び小児保健に係るサブプログラム下での保健

医療従事者の研修が行われており、連携・調整のための配慮が必要である。 

 

５－８ 前提条件 

 プロジェクト実施の前提条件として、「看護・助産人材の研修場所として国立・助産継続教

育センターが確保されている」「（前プロジェクトにより養成された）小児・母性領域のナショ

ナルファシリテーターが確保されている」があげられる。 
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第６章 プロジェクト実施に係る評価結果 
 

６－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

（１）パラグアイ国政府の政策との整合性 

パラグアイ国の国家開発計画（2003～2008 年）のうち、保健医療分野において本プロジ

ェクトは「サービス領域の拡大」「リプロダクティブヘルスの改善」「小児保健の改善」「サ

ービスの分権化」の課題に対して貢献するものである。 

また、国家保健政策（2005～2008 年）において掲げられている５つの基本指針のうち「人

材と継続教育の開発」と、本プロジェクトの方向性が合致している。 

さらに、妊産婦死亡の減少や新生児を中心とする小児医療の向上は相手国の優先課題で

あり、プロジェクトが支援する継続教育は、これらの課題の解決に向けた保健医療サービ

スの向上に大いに貢献するものである。 

 

（２）相手国のニーズ 

継続教育は全国で普及されるべきであり、前プロジェクトの対象地域６衛生行政区、及

びその後のパラグアイ側の自助努力により研修対象が拡大された２衛生行政区、人口密度

が低い北部の２衛生行政区を除く 10 衛生行政区を重点地域としている。さらに、自立発展

に向けた継続教育の人材・組織・予算・行政支援の確保といった基盤整備、新たな３領域

（基礎看護学、成人看護学、地域看護学）の研修の基礎づくりは、全国を視野に入れてい

る。 

 

（３）日本政府のパラグアイ国政府に対する援助政策との整合性 

本プロジェクトは JICA の平成 18 年度対パラグアイ国別事業実施計画において、援助重

点分野「貧困層への社会サービスの充実と収入の維持向上」の「保健医療サービスの向上

支援」プログラムに位置づけられており、同プログラムの方針である、地域住民のニーズ

を取り込んだ持続的な保健医療体制の確立、医療従事者の継続教育の強化と合致する。 

 

（４）日本の比較優位性 

日本においては、日本看護協会や都道府県が実施する研修や病院 OJT 等による継続教育

の蓄積が厚い。こうした経験を背景として、JICA は看護師・臨床検査技師等の医療従事

者の育成に積極的に取り組んできた。保健医療スタッフの人材育成をプロジェクトの柱と

する JICA の「地域保健強化」プロジェクトは、これまでにニカラグア、ジャマイカ、ラ

オス、インドネシア等で実施されている。パラグアイ国においても、「南部看護・継続教

育強化プロジェクト」における協力で蓄積したノウハウや人脈を活用することもできるこ

とから、技術的な優位性を有しているといえる。 

 

６－２ 有効性 

以下の点より本プロジェクトの有効性が見込まれる。 
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（１）本プロジェクトでは、看護・助産人材に対する継続教育研修及び研修後のモニタリング

までを活動に組み込むことにより、研修の質と医療現場での有効な活用までを包括的に捉

えている。 

 

（２）自立発展に向けた人材・予算・行政支援を確保するための活動を進めつつ、継続教育研

修及び研修モニタリングの活動を展開していくことで、プロジェクト目標である「継続研

修を自立的に実施する基盤の強化」の達成に向けて多面的な活動を計画している。 

 

（３）小児・母性領域に加えて基礎看護学、成人看護学、地域看護学の３領域に関する研修プ

ログラムの作成、ナショナルファシリテーターの養成を行うことで、継続教育の基盤づく

りを強固にすることができる。 

 

６－３ 効率性 

本プロジェクトは以下の点から効率性が高いと見込まれる。 

 

（１）カウンターパートは、前プロジェクトのカウンターパートであった INEPEO 技術スタッ

フ４名が継続して任務にあたる見込みであり、また、小児・母性領域のナショナルファシ

リテーターは、前プロジェクトで養成された要員を活用する。このように、「パラグアイ

南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」で育成された人材を効果的に活用することに

より、効率的な活動が期待される。 

 

（２）研修経費削減のために、「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」では

使用料支払いの必要がない施設で研修を実施する、衛生行政区内を複数のゾーンに分けて

研修を実施することで研修参加者の交通費を抑制する等の工夫を行っており、本プロジェ

クトでも同様の手法で低い研修経費による研修実施を計画している。このような創意工夫

により、費用に比して効果の高い事業実施が期待できる。 

 

（３）近隣の中南米諸国におけるカウンターパート人材の研修や同諸国からの専門家の指導を

計画するなど、第三国リソースを積極的に活用する予定であり、効率的な事業実施が期待

される。 

 

６－４ インパクト 

本プロジェクトの実施により以下のインパクトが期待できる。 

 

（１）プロジェクトの実施により、全国規模で看護・助産人材の継続教育研修が自立的に実施

する基盤が強化され、実施されるようになれば、看護・助産人材の知識・技術が向上し、

同人材による保健医療サービスの質が改善されることが期待でき、上位目標の達成に大い

に貢献する。 

 

（２）特に、小児・母性領域の継続教育を 10 衛生行政区で実施することから、乳児死亡率・妊産
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婦死亡率の減少への貢献が期待でき、同率が約 10 年にわたり停滞しているパラグアイ国の

保健医療の状況改善に大きく資することが可能と考えられる。 

 

６－５ 自立発展性 

本プロジェクトは以下の点から自立発展性が見込まれる。 

 

（１）組織面 

プロジェクトのカウンターパートとして継続教育システムの拠点になるのは INEPEO で

ある。INEPEO の運営・管理能力は「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジェク

ト」を通じて確保されており、同プロジェクト終了後にパラグアイ国側で独自に２衛生行

政区に対する継続教育の基盤づくりを行ったことからもそれが実証されている。さらに、

センターの活動を支援するグループとして、厚生省、看護及び助産の各協会、看護・助産

教育の３部門から成る審議会が設立されており、関係者間の連携協力体制を構築するため

の下地がある。 

 

（２）政策面 

国家保健計画（2005～2008 年）において、人材育成と継続教育はパラグアイ保健セクタ

ーにおける優先的な課題として位置づけられており、本プロジェクト終了後（2011 年）も

政策的支援が継続されることが期待できる。 

 

（３）財政面 

厚生省による財政的支援については、楽観的な見通しはできない状況であるが、本プロ

ジェクトは「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」の経験から自立発展

性の確保を重視しており、そのための活動をプロジェクトのコンポーネントとして含んで

いる。具体的には、各衛生行政区において継続教育運営委員会を発足させ、自治体、他ド

ナーや NGO に対して財政支援への働きかけを行うなど、国レベル、地域レベルで経費・

予算確保のための活動を行うこととしており、財政面での継続性が期待できる。 

 

６－６ 結 論 

以上、評価５項目の観点から事前評価を行った結果、プロジェクトの総合的実施妥当性は高

いと判断される。 
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第７章 事前調査団協議結果、留意点、所感 
 

７－１ 協議結果概要 

 ７－１－１ プロジェクトの枠組み 

前章までの分析をも踏まえ、本プロジェクトの枠組みは以下のとおりである。 

 

 （１）プロジェクト名称 

現在、両国政府間で正式に合意された英文名称は“Strengthening of Technique and 
Scientific Capabilities of Human Resources in Nursing”である。このプロジェクト名称

は１）継続教育だけでなく基礎教育まで含む誤解を与える恐れがあること、２）「助産

人材」が抜けていること、の２点から、プロジェクトの内容を適切に表現するためには

プロジェクト名称を“ Project for Strengthening Continuing Education in Nursing and 
Midwifery”とすることが妥当であるという点で、両国実施機関間で意見が一致した（参

考：西語では、“Proyecto de Fortalecimiento de la Educación Permanente en Enfermería y 
Obstetricia”）。今後、JICA 及びパラグアイ国厚生省は、それぞれの政府に対して上記プ

ロジェクト名称とすることを提案し、それが承認されればしかるべき手続きを行うよう

依頼することで合意した。 

 

 （２）対象地域 

パラグアイ全国（重点地域：10 衛生行政区：コンセプシオン、サン・ペドロ、コルデ

ィジェーラ、グアイラ、アルトパラナ、セントラル、アマンバイ、カニンデジュ、プレ

シデンテ・アジェス、首都） 

 

 （３）協力期間 

2008 年から３年間。 

 

 （４）上位目標 

全国レベルでの看護・助産人材による保健医療サービスが改善する。 

 

 （５）プロジェクト目標 

全国規模で看護・助産人材の継続研修を自立的に実施する基盤が強化される。 

 

 （６）成果及び主な活動 

成果１：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロセスが確立・

実施される。 

主な活動：重点地域 10 衛生行政区におけるファシリテーターの選出・育成、研修計画

の作成、適応研修プログラムの作成、16 衛生行政区における研修の実施等 

成果２：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモニタリング・

評価方法が確立・実施される。 

主な活動：重点地域 10 衛生行政区における研修モニタリング・評価の実施計画策定、
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16 衛生行政区における研修モニタリングの実施等 

成果３：自立発展に向け人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。 

主な活動：重点地域 10 衛生行政区における継続教育運営委員会の発足・活動定例化、

厚生省・衛生行政区による予算確保の活動、プロジェクト成果に関する普

及活動等 

成果４：看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、成人看護学、地域看護学

の３領域に関する研修の基礎ができる。 

主な活動：上記３領域の研修プログラム、研修マニュアル、研修教材・教具の作成、

ナショナルファシリテーターの養成、研修実施計画の作成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－１ プロジェクトの範囲の概念図 

 

 ７－１－２ 実施体制 

厚生省がプロジェクトの責任機関となる。同省は、全国の衛生行政局や国立看護・助産継

続教育センター（INEPEO）審議会等とともに、プロジェクトの実施推進にあたる。JICA か

ら派遣される日本人専門家と密接に業務を遂行する主要カウンターパートは次のとおりで

ある。 

①プロジェクト・ダイレクター（プロジェクトの管理・実施の全体的な責任を負う）：厚生

副大臣 

②プロジェクト・マネージャー（プロジェクトの運営・技術的な事項の責任を負う）：INEPEO
所長 

③INEPEO 継続教育専門官、INEPEO ラテンアメリカ継続教育ネットワーク専門官、INEPEO
研修管理担当官 
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 ７－１－３ 協議のポイントとなった重要な点 

（１）INEPEO におけるファシリテーター研修の費用は JICA が負担するが、衛生行政区での

研修実施経費及びすべての研修モニタリング実施経費は、自立発展性の観点からパラグ

アイ側が負担すべく最大限努力することで合意し、その旨ミニッツに記載した〔事前調

査ミニッツ７．（１）〕。現状ではパラグアイ国側で既に確保されている予算はわずかで

あり、INEPEO、同審議会、各衛生行政区は今後大蔵省や自治体の予算要求、公団・協

会関係・NGO・他ドナー等への支援要請等に努める所存であることを確認した。 

 

（２）パラグアイ側の協議のなかで、継続研修の内容を徐々に拡げるよう努力すべきである

との意見が表明され、多くの関係者が同意した。ただし、研修期間は最大３日が限度で

あるとの意見が多く表明された。厚生省企画総局からは、研修内容を拡げる際に統合的

小児疾病管理（西語：AIEPI、英語：IMCI）を含めるべきとの意見が出されたが、他の多

数の関係者（地方の衛生行政区を含む）は、予算的・法的側面等の懸念から異議を唱え

た。このように様々な見解が表明されたことを、表現ぶりを調整のうえミニッツに記載

した〔同７.（２）〕。 

 

（３）研修対象を看護・助産人材以外の医療従事者にも拡げるべきとの意見が厚生省プログ

ラム総局から出された。これに対し、乳幼児死亡率及び妊産婦死亡率を低減するために

は、まずはこれまでに成果をあげている看護・助産人材の研修の拡大を行うべきとの意

見があり、両論をミニッツに記載した〔同７.（３）〕。 

 

（４）厚生省内部のコミュニケーションを改善すべきとの指摘が複数あった。この点はプロ

ジェクト実施に重要であるため、表現ぶりを調整のうえミニッツに記載した〔同７.

（４）〕。 

 

（５）プロジェクトの実施に伴い、INEPEO の活動範囲が大きく拡大するため、INEPEO ス

タッフ（看護・助産人材）の増員が強く望まれるとの意見が表明された。現在の INEPEO
専門職スタッフがわずか４名で手一杯の状況に鑑み、この点をミニッツに記載した〔同

７.（５）〕。 

 

７－２ プロジェクト実施上の留意点 

 ７－２－１ プロジェクトの円滑な運営に関して 

前プロジェクト終了後、国立看護・助産継続教育センター（INEPEO）が中心となり、前

プロジェクトで確立された継続教育研修モデルの普及を近隣の新たな２衛生行政区におい

て試みていた。この間、厚生省が 1996 年から導入していた統合的小児疾病管理（AIEPI）の

研修が、各国ドナーの支援の下、国家プログラムとして実施され始めていた。このことによ

り、厚生省の企画総局及びプログラム総局から、INEPEO が実施する研修に、AIEPI の導入

とすべての保健医療従事者を受講者とするような働きかけがあった。しかし、INEPEO は研

修経費の問題や研修期間が長いこと、看護・助産法規がなく医療事故が起こった場合に擁護

されないこと、また補助看護師・助産師の能力が低いこと等から、企画総局及びプログラム
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総局の要望を受け入れず、これまでと同様の研修を実施している。そのため、厚生省内のい

くつかの総局と INEPEO との間にコミュニケーションの亀裂が生じたため、以下のようなプ

ロジェクト実施上の課題を考慮する必要がある。 

 

 （１）プロジェクトが実施する研修内容の検討 

対策：プロジェクトが実施する研修内容を検討する際、看護・助産継続教育カリキュ

ラムの全容を熟慮し、研修対象者の能力に応じた段階を考慮した研修となるようにする。 

 

 （２）厚生省内と INEPEO との調整 

対策：厚生副大臣の協力を得て定例の総局長会議へ参加し、プロジェクトの進捗状況

と問題点等の報告を行う。 

 

 （３）他ドナーとの連携強化 

対策：厚生省ドナー会議に参加し、他ドナーの支援内容・方法の全体像を把握すると

ともに、JICA プロジェクトの位置づけを明確に示す。 

 

 ７－２－２ プロジェクト目標の達成に関して 

プロジェクトの期間が短いなかで、対象となる衛生行政区の数が多く、そのすべての地域

において、自助努力による研修・モニタリング経費を確保する必要がある。また、これまで

の衛生行政区と異なり、INEPEO との距離的問題が数々の障害をもたらすものと考える。こ

れらの条件の下では、以下のようなプロジェクト実施上の課題を考慮する必要がある。 

 

 （１）研修・モニタリング経費の確保 

対策：厚生省への増額予算の請求。Plan Paraguay（NGO）との早急な協定締結の実施。

他ドナーの確保。各衛生行政区予算の一部確保。研修参加者による経費負担の検討等。 

 

 （２）INEPEO 職員の増員 

対策：厚生副大臣及び厚生大臣へプロジェクト活動の報告と今後の活動計画を提示し、

人員増加の必要性について再三にわたる説明を行う。 

 

 （３）各衛生行政区におけるプロジェクトの運営管理 

対策：衛生行政区ごとにファシリテーターによる継続教育運営委員会を発足、定例化

し、会議議事録を作成する。また、INEPEO において３カ月に１度の全国継続教育運営

委員会を開催し、各衛生行政区におけるプロジェクトの進捗状況を全員で共有する。 

 

 （４）協力隊との緩やかな連携 

対策：INEPEO において、医療協力隊の会合を開催するとともに、上記全国継続教育

運営委員会にカウンターパートとともに参加し、情報の共有を図る。 
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 ７－２－３ 自立発展性に関して 

現在、厚生省は INEPEO 運営予算として、わずかではあるが確保している。しかし、INEPEO
が使用する研修プログラムや他方面への行政支援がない。また、INEPEO と各衛生行政区と

のつながりが希薄であるため、その地域における行政支援が得にくい。これらの条件の下で

は、以下のようなプロジェクト実施上の課題を考慮する必要がある。 

 

 （１）将来にわたる研修・モニタリング経費の確保 

対策：前プロジェクトで行った厚生法規のなかに全看護・助産職者に対し、看護・助

産継続教育研修受講の義務化を表現した。これを再度検討する。また、看護・助産継続

研修の制度化を確立する。 

 

 （２）INEPEO 審議委員会の活動内容の明確化 

対策：INEPEO 審議委員会の活動内容の文書化を図り、委員各々の立場から厚生省の

各総局への働きかけを行い、厚生省の支援を得る。 

 

 （３）各衛生行政区からの支援の強化 

対策：厚生副大臣の呼びかけによる全国衛生局長会議を開催し、プロジェクトの説明

と今後の詳細な活動計画の提示を行い、協力を得る。 

 

 （４）全国レベルの組織づくり 

対策：全国看護・助産継続教育ネットワークの構築を図り、自立発展のための活動を

検討する。 

 

７－３ 総括所感 

前項までに述べたように、本調査団はパラグアイにおける現地調査・関係者との協議等を概

ね予定どおり実施し、プロジェクト実施に向けた情報収集・意見集約のうえで、プロジェクト

の大枠（PDM 案、PO 案）についてパラグアイ厚生省との合意形成を図った。今後プロジェク

ト開始に向け細部の調整はあり得るものの、プロジェクトの基本計画は本事前調査を通じて実

質的に固まったと考える。 

この調査の過程で調査団が理解したこと・感じたことのうち、プロジェクトの円滑で効果的

な実施のために重要だと思われることを以下に列挙する。 

 

 ７－３－１ 自立発展性に向けて 

プロジェクトの主要カウンターパートとなる INEPEO の現所長・職員、及び、プロジェク

トの重要な支援者となることが期待される INEPEO 審議会は、看護・助産継続教育の推進・

強化に関して強い当事者意識を持ち、自助努力の必要性を十分認識している様子が見てとれ

た。調査団派遣前の日本側の打合せでは、継続教育実施経費（会場費・受講者の旅費等）や

モニタリング経費（モニタリング者の旅費）の負担についてパラグアイ側が難色を示すので

はないかと憂慮していたが、全くの杞憂に終わった。調査中、機材供与の可能性についてパ

ラグアイ側関係者が質問した際に、カウンターパートが間髪入れず「まずは各自の努力が先
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決、それで解決できなければ次に行うべきは予算要求」と応答した場面もあった。また、本

調査団との協議を進めるため、及び、調査直後に予定されていた継続教育事業の準備のため、

カウンターパートが超勤手当もないなか、連日夜遅くまで残業しているのを目の当たりにし

たが、パラグアイ国ではこれは極めて稀なことだと聞いた。 

以上の状況から調査団が感じたことは次のとおりである。 

 

 （１）プロジェクト実施にあたっては、現在のカウンターパート及び審議会メンバーの当事

者意識や自助努力を仮にも損なうことのないよう、日本側関係者は通常以上に自立発展

性の確保・促進に気を配り、彼らに継続的な動機づけを行うとともに、特に経費的支援・

機材供与が行き過ぎないよう注意を払うことが望ましい。 

 

 （２）現在のカウンターパートは、業務上の責任に対する自覚や勤勉性の面で得がたい存在

であると思われる。人事異動等によりその存在を失う可能性を最小限に抑えるため、日

本側関係者としても機会をとらえてその存在の継続確保に努めるとともに、優秀な人材

を探し出してカウンターパートの増員（現有メンバーの補強）を図ることが望ましい。 

 

 （３）カウンターパート及び審議会メンバーの自覚は、彼らによれば主に過去のプロジェク

トの日本人長期専門家の指導によってもたらされたとのことである。日本人長期専門家

は個々の専門技術・知識にとどまらず、業務に対する姿勢・責任感などを現地関係者に

植え付けたわけであり、今後のプロジェクト実施にあたっても、日本人専門家の使命と

してこのような側面の重要性を認識するべきである。 

 

 ７－３－２ 異職種の立場の尊重と支援について 

プロジェクトの主題が看護・助産継続教育であるため、カウンターパート・審議会メンバ

ー・プロジェクトの受益者（継続教育の受講者）のほぼ全員が看護師／補助看護師・助産師

／補助助産師であるが、当該職種にある者と医師とでは、職場における発言力・職務権限・

法律による擁護の度合い等が大きく異なり、ときとして、両者の間に様々な確執が生じてい

る模様である。 

プロジェクト実施にあたっては、日本側関係者は、一方の言い分にのみに肩入れしている

といった認識をパラグアイ側関係者に与えないよう、両者の意見に耳を傾ける姿勢を示すと

ともに、全体として発言力・権限が小さく、法の擁護も不十分な看護・助産職が十分能力を

発揮し職責を全うできるような環境の保持に向け、適切な仲介・支援役を務めることが望ま

しい。 

 

 ７－３－３ 統合的小児疾病管理（AIEPI）について 

看護・助産継続教育のカリキュラムに、統合的小児疾病管理（AIEPI、IMCI）を全面的に

取り入れるべきか否かについて、調査中多くの議論があり、上述７－３－１との関連では、

自力での継続性の観点から、AIEPI 導入研修の経験者と未経験者との間で、上述７－３－２

との関連では、村落部の保健所の体制（医師の配置なし）や現在の看護・助産基礎教育カリ

キュラム及び法的枠組みの観点から、看護・助産職者と医師とで意見が異なる場面が繰り返



－34－ 

し見られた。本調査中の協議の結果、プロジェクトの内容への AIEPI の全面的取入れは行わ

ないことで合意したが、AIEPI 導入研修を実体験していない医師からは、今後とも機会があ

れば、看護・助産継続教育に AIEPI を全面導入すべきとの主張がなされる可能性があると思

われる。もしそのような議論が再燃した場合、それは、単に AIEPI が有効か否かという議論

ではなく、上述のように、自立発展性及び異職種の立場の違いをはらむ議論であることを、

日本側として理解しておくことが望まれる。 
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第８章 実施協議 
 

 事前調査の結果をもとに、その後の検討を踏まえて主に以下の点を修正し、R/D 案に反映し

た。 

 

（１）両国政府間で案件名の変更が合意されたことを踏まえ、プロジェクト名称を“Project for 
Strengthening Continuing Education in Nursing and Midwifery”（西語では、“Proyecto de 
Fortalecimiento de la Educación Permanente en Enfermería y Obstetricia”）とした。 

 

（２）プロジェクト開始日を 2008 年１月 30 日とした。 

 

（３）合同調整委員会のオブザーバーとして、連携を予定している Plan Paraguay を加えた。 

 

また、R/D と同時に署名するミニッツ（M/M）案には、モニタリング・評価を行うために重

要な PDM、PO についてのほか、以下の点を盛り込んだ。 

 

（１）INEPEO におけるファシリテーター研修の費用は JICA が負担するが、衛生行政区での研

修実施経費及びすべての研修モニタリング実施経費は、自立発展性の観点からパラグアイ

国側負担とし、パラグアイ国側は最大限努力する。 

 

（２）南部看護・助産継続教育強化プロジェクトで供与された機材、車両、インフラ施設は、

本プロジェクトのために使用する。 

 

以上を含む諸点についてパラグアイ国側と実施協議を行い、2007 年 12 月 18 日、R/D 及び M/M の

署名・交換を行った。 



付 属 資 料 

 

１．事前調査団ミニッツ 

 

２．討議議事録（R/D）、協議議事録（M/M） 

 

３．厚生省 衛生行政区ごとの医療施設 2007 年 

 

４．衛生行政区別看護・助産人材の数 

 

５．衛生行政区別の新生児、乳幼児、５歳未満児の死亡率 2005 年 

 

６．衛生行政区別の乳児死亡の主な原因 2005 年 

 

７．衛生行政区別の妊産婦死亡の主な原因 2005 年 

 

８．衛生行政区別 プライマリヘルスケア プログラム予算 2006 年 

 

９．各衛生行政区におけるドナー（国際機関、二国間援助機関、NGO）等の支援状況 
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パラグアイ看護人材育成強化プロジェクトに関する 
協議議事録 

 
 
 独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」とする）は山下良恵を団長とする

事前調査団（以下「調査団」とする）をパラグアイに派遣し、７月１９日から

３０日までの間、看護人材育成強化プロジェクト（以下「プロジェクト」とす

る）の協力内容に関する協議を行った。 
 パラグアイ滞在期間中、調査団は関係施設を視察し、パラグアイ関係機関と

プロジェクトの内容について一連の協議を行った。 
 協議の結果、調査団とパラグアイ厚生省は附属文書に関する諸事項について

合意した。 
 
 

アスンシオン、２００７年７月３０日 
 

 
 
 
 
 
山下 良恵 

事前調査団長 

独立行政法人国際協力機構 

日本 

オスカル・マルティネス・ドルダン

厚生大臣 

パラグアイ共和国 
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附属文書 
  
 
1 背景 

JICA は技術協力プロジェクト「パラグアイ南部看護・助産継続教育強化

プロジェクト」（2001 年 2 月～2006 年 2 月）を実施し、その結果パラグアイ

南部 4県（カアサパ県、イタプア県、ミシオネス県、ニュンブク県）におい

て看護・助産人材の継続教育研修がモデルとして確立された。さらに、全国

レベルでの看護・助産継続教育のシステムづくりに向けた取組み（看護師国

家試験導入に向けた協力、カリキュラム作成等）が実施された。 
同プロジェクト終了後、2006 年にはパラグアイ側の自助努力により研修

対象県を 2県（カアグアス県、パラグアリ県）追加し、同プロジェクトで得

られた成果を普及させている。パラグアイ共和国政府はこの成果をさらに全

国に普及するため、プロジェクトを日本政府に対し要請した。 
この要請を踏まえ、今回の事前調査団は、技術協力プロジェクトの協力内

容のフレームワークとプロジェクト実施の条件の確認を行うことを目的と

して派遣された。 
 

2 プロジェクトの方向性 
1) 母子保健改善のために、全国の看護・助産人材の能力向上を行う。 
2) 継続研修の拡充と研修効果発現のために、パラグアイ側関係者はそれぞ

れ最大限の自助努力を行い、日本側関係者はその自助努力を後押しする。 
3) 2006 年までの経験から学んだことをプロジェクトの中で最大限活かす。 

 
3 プロジェクトの暫定的なフレームワーク 

協議に基づき、プロジェクトの暫定的なフレームワークが次のとおり作成

された。  
暫定版 PDM と暫定版 PO はそれぞれ別添１、別添２のとおりである。今後

の協議により、最終版となるまでに変更がありうる。 
 
(1) プロジェクトの名称 

両国政府間で正式に合意された英文名称は ”Strengthening of Technique 
and Scientific Capabilities of Human Resources in Nursing” である。このプロ

ジェクト名称は 1) 継続教育だけでなく基礎教育まで含む誤解を与える

恐れがあること、2)「助産人材」が抜けていること、の 2 点から、プロ

ジェクトの内容を適切に表現するためにはプロジェクト名称を ”Project 
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for Strengthening Continuing Education in Nursing and Midwifery” とするこ

とが妥当であるという点で意見が一致した（参考：西語では、”Proyecto de 
Fortalecimiento de la Educación Permanente en Enfermería y Obstetricia”）。今

後、JICA 及びパラグアイ共和国厚生省は、それぞれの政府に対して上記

プロジェクト名称とすることを提案し、それが承認されればしかるべき

手続きを行うよう依頼する。 
 

(2) 対象地域 
パラグアイ共和国全国（重点地域：10 衛生行政区：コンセプシオン、サ

ンペドロ、コルディイエーラ、グアイラ、アルトパラナ、セントラル、

アマンバイ、カニンデジュ、プレシデンテ・アジェス、首都） 
 

(3) ターゲット・グループ 
パラグアイ共和国全国の看護・助産人材 
 

(4) 受益者 
パラグアイ国民 
 

(5) プロジェクトの期間 
2008 年から 3年間 
 

(6) プロジェクトの基本計画 
1) 上位目標 
全国レベルでの看護・助産人材による保健医療サービスが改善する。 

2) プロジェクト目標 
 全国規模で看護・助産人材の継続研修を自立的に実施する基盤が強化され

る。 
3) 成果 
成果 1：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロ

セスが確立・実施される。 
成果 2：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモ

ニタリング・評価方法が確立・実施される。 
成果 3：自立発展に向け人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。 
成果 4：看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、成人看護学、

地域看護学の 3 領域に関する研修の基礎ができる。 
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4 プロジェクトの実施体制 
厚生省がプロジェクトの責任機関となる。同省は、全国の衛生行政局や国

立看護・助産継続教育センター（以下「INEPEO」とする）審議会等とともに、

プロジェクトの実施推進にあたる。JICA から派遣される日本人専門家と密接

に業務を遂行する主要カウンターパートは次のとおりである。 
1) プロジェクト・ダイレクター（プロジェクトの管理・実施の全体的な責

任を負う）：厚生副大臣 
2) プロジェクト・マネージャー（プロジェクトの運営・技術的な事項の責

任を負う）：INEPEO 所長 
3) INEPEO 継続教育専門官、INEPEO ラテンアメリカ継続教育ネットワーク

専門官、INEPEO 研修管理担当官 
 
5 プロジェクトの合同調整委員会 

合同調整委員会を組織し、年に一度以上必要に応じて会議を開催し、プロ

ジェクトの活動計画及び進捗の確認を行う。委員会は、次のメンバーで構成

される。 
1) 議長： 

厚生副大臣 
2) パラグアイ側メンバー： 

厚生省 
企画・評価総局長 
プログラム総局長 
サービス総局長 
INEPEO 所長 

INEPEO 審議会 
厚生省サービス総局助産課長 
厚生省サービス総局看護課長 
国立救急病院看護師長 
ニニョス=デ=アコスタ=ニュ小児病院看護師長 

パラグアイ看護師協会長 
パラグアイ助産師協会長 
パラグアイ助産師連盟会長 
パラグアイ国立技術看護師・准看護師協会長 
国立アスンシオン大学看護学校長 
国立アスンシオン大学助産学校長 
アスンシオンカトリック大学代表 
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パラグアイ医療教育機関連盟会長 
3) 日本側メンバー： 

JICA パラグアイ事務所長 
プロジェクトに派遣される日本人専門家 

4) オブザーバー 
在パラグアイ日本大使館の代表者 
議長が招く他の人員 

 
6 双方の取るべき措置 

(1) 日本側の取るべき措置 

日本の法律及び規程並びに 1979 年 2月 8日にアスンシオンで日本政府とパラ

グアイ政府の間で署名された技術協力協定（以下「協定」とする）の第 2 条に

基づき、JICA は日本政府による技術協力の実施機関として、技術協力スキーム

の通常の手続きに従って自らの負担により次の措置を取る。 

1) 専門家の派遣 

JICA は日本人専門家の役務を提供する。上記の専門家には、協定の第 2条が

適用される。 

2) 資機材の供与 

JICA は、プロジェクト実施に必要な資材、機材及びその他の物品資機材を供

与する。協定の第 9条が適用される。 

 
(2) パラグアイ共和国政府の取るべき措置 

1) パラグアイ共和国政府は、すべての関係機関、裨益団体・機関の全面的か

つ積極的な参画により、日本の技術協力期間中及びその後も、自立的なプ

ロジェクトの運営の持続を確保するために必要な措置をとる。 

2) パラグアイ共和国政府は、日本の技術協力の結果としてパラグアイ国民が

得た技術や知識がパラグアイ共和国の経済社会発展に寄与することを確保

する。 

3) 協定の第 5 条に基づき、パラグアイ共和国政府は、上記 6-(1)-1)にいう日

本人専門家及びその家族にパラグアイ共和国における特権、免除及び便益

を与える。 

4) 協定の第 9条に基づき、パラグアイ共和国政府は、上記 6-(1)-2)の JICA か

ら供与される機材及び上記 6-(1)-1)にいう日本人専門家が持ち込む機材、

資材及び物品を受け入れて使用するために必要な措置をとる。 

5) 協定の第 5 条に基づき、パラグアイ共和国政府は上記 4 のパラグアイ側カ

ウンターパート人員及び事務要員の役務を提供する。 



 
－60－

6) 協定の第 5 条に基づき、パラグアイ共和国政府は以下の建物及び施設を提

供する。 

    －プロジェクト実施のための十分なスペース 

    －日本人専門家のための事務室及びその他必要な施設 

    －プロジェクト活動に必要な電気、水道、電話、家具などの施設 

    －プロジェクトに必要な他の施設 

7) パラグアイ共和国の法律及び規程に基づき、パラグアイ共和国政府は上記

6-(1)-2)のもとで JICA から供与される機材以外でプロジェクト実施に必

要な資材、機材、機器、車両、道具、スペアパーツ、及びその他必要な物

品を自らの負担により提供または交換するために必要な措置を取る。 

8) パラグアイ共和国の法律及び規程に基づき、パラグアイ共和国政府は、プ

ロジェクト実施に必要な運営費用を負担するために必要な措置を取る。 
 
7 協議のポイントとなった重要な点 
(1) INEPEO におけるファシリテーター研修の費用は JICA が負担し、衛生行政

区での研修実施経費及びすべての研修モニタリング実施経費は、自立発展性

の観点からパラグアイ側負担とし、パラグアイ側は最大限努力する。 
 
(2) 継続研修の内容を厚生省の基準に沿って徐々に拡げるよう努力すべきであ

るとの意見が表明され、多くの関係者が同意した。ただし、研修期間は最大 3
日が限度であるとの意見が多く表明された。また、研修内容を拡げる際に統

合的小児疾病管理（IMCI）を含めるべきとの意見もあった。これに対し、予

算的・法的側面等から慎重に考えるべきとの意見もあった。 
 
(3) 研修対象を看護・助産人材以外の医療従事者にも拡げるべきとの意見があ

った。これに対し、乳幼児死亡率及び妊産婦死亡率を低減するためにはまず

はこれまでに成果をあげている看護・助産人材の研修の拡大を行うべきとの

意見があった。 
 
(4) プロジェクトの効果を高めるため、厚生省内部の更なる連携強化が重要で

あるとの意見が表明された。 
 
(5) プロジェクトの実施に伴い、INEPEO の活動範囲が大きく拡大するため、

INEPEO スタッフ（看護・助産人材）の増員が強く望まれるとの意見が表明さ

れた。 
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8 今後の段取り 
(1) 調査団の評価分析団員は、さらに情報を収集し、状況分析を行う目的で 8

月 7 日まで滞在する。 
(2)双方の取るべき措置及び PDM・PO を確定させるため、実施に向けた更なる

協議が、パラグアイ共和国関係者と JICAとの間で後日行われる予定である。

プロジェクト開始前に、討議議事録及び協議議事録が書面で準備され両者に

より署名される予定である。 
 

 

別添１  暫定版 PDM 

別添２  暫定版 PO 



暫定版PDM

プロジェクト名：パラグアイ共和国看護人材育成強化プロジェクト 期間：2008年～2011年

Ver. 0
プロジェクト要約 指標 入手手段 外部条件

上位目標

全国レベルでの看護・助産人材による保健医療サービスが改善する。 ・ 2015年までに、有資格者による介助を受けた分娩（施設分娩）の割合が2006年と比
べて上昇する。

・ 厚生省統計局の統計資料

・ 2015年までに、5歳未満児死亡率および妊産婦死亡率が2006年と比べて20%減少す
る。

・ 厚生省統計局の統計資料

プロジェクト目標

全国規模で看護・助産人材の継続研修を自立的に実施する基盤が強化される。 ・ 10衛生行政区ファシリテーターが研修受講者による5段階評価で3.5以上の評価を得
る。

・ アンケート調査 ・ 厚生省の医療施設における看護・助産人材の数が現状
より減少しない。

・ 10衛生行政区における「研修実施計画」が、厚生省から看護・助産継続教育として
承認される。

・
・

プロジェクト報告書
継続教育運営委員会報告書

・
・

医療施設の数が現状より減少しない。
看護・助産人材の業務に最低限必要な資機材が少なく
とも現状を保つ。

・ 基礎看護学、成人看護学、地域看護学の「研修プログラム」が、厚生省からモデル
として承認される。

・
・

プロジェクト報告書
厚生省令

アウトプット

1 小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロセスが確立・実
施される。

1-1 10衛生行政区において、それぞれ小児・母性領域最低８名の衛生行政区ファシリ
テーターが研修指導者として養成される。

・
・

適応研修プログラム文書
研修教材

・ 育成されたナショナルファシリテーターおよび衛生行
政区ファシリテーターが継続的に機能する。

1-2 10衛生行政区における「適応研修プログラム」が作成され、各衛生行政局で承認さ
れている。

・ プロジェクト報告書

1-3 10衛生行政区において、「研修実施計画」が作成される。 ・ 研修実施計画文書

1-4 プロジェクト終了時までに、10衛生行政区において乳幼児健診、リプロダクティブ
ヘルス研修受講者がそれぞれ最低500名に達している。

・ プロジェクト報告書

2 小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモニタリング・評
価方法が確立・実施される。

2-1 「研修モニタリング・評価実施計画」が作成される。 ・ 研修モニタリング・評価実施計画文書

2-2 プロジェクト終了時までに10衛生行政区でそれぞれ最低1回の研修モニタリングが
実施されている。

・ プロジェクト報告書

3 自立発展に向け人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。 3-1 国レベル、衛生行政区レベルで看護・助産継続教育の資金の目途が確保されてい
る。

・ プロジェクト報告書

3-2 ナショナルファシリテーターおよび衛生行政区ファシリテーターが継続的に養成・
確保されている。

・ プロジェクト報告書

3-3 すべての研修テキストが厚生省から正式に承認される。 ・ 厚生省令

4 看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、成人看護学、地域看護学の3
領域に関する研修の基礎ができる。

4-1 3領域の研修マニュアルが厚生省の承認を受ける。 ・
・

プロジェクト報告書
厚生省令

4-2 3領域のナショナルファシリテーターが各領域10名養成されている。 ・ プロジェクト報告書

4-3 16衛生行政区ファシリテーターに対する3領域に関する研修実施計画が厚生省およ
び各衛生行政局の承認を受ける。

・ プロジェクト報告書

対象地域：パラグアイ共和国　全国（重点地域：10衛生行政区：コンセプシオン、サンペ
ドロ、コルディイエーラ、グアイラ、アルトパラナ、セントラル、アマンバイ、カニンデ
ジュ、プレシデンテアジェス、首都）

ターゲットグループ：全国の看護・助産人材



活動

1-1 10衛生行政区において、各8名のファシリテーターを選出し、小児・母性領域に関
する研修計画を作成する。

＜日本側＞ ＜パラグアイ側＞ ・ カウンターパートが異動しない。

1-2 各衛生行政区8名のファシリテーターに対し、上記研修計画に沿った研修を実施す
る。

1-3 上記研修中、各衛生行政区の状況および研修受講者に適した「適応研修プログラ
ム」を作成する。

1-4 10衛生行政区において、全看護・助産人材のデーターベースを作成する。

1-5 10衛生行政区における研修計画を作成する。

1-6 16衛生行政区において、上記研修計画に沿った看護・助産人材に対する研修を実施
する。 前提条件

2-1 10衛生行政区における研修モニタリング・評価の実施計画を策定する。 ・ 看護・助産人材の研修場所として国立看護・助産継続
教育センターが確保されている。

2-2 16衛生行政区において研修モニタリング基準を用いた研修モニタリングを実施す
る。

・ 小児・母性領域のナショナルファシリテーターが確保
されている。

3-1 10衛生行政区において、継続教育運営委員会を発足させ、活動を定例化する。

3-2 16衛生行政局は研修・モニタリング経費確保のための活動を行ない、厚生省はこれ
を支援する。

3-3 厚生省は看護・助産人材の継続教育予算確保のための活動を行なう。

3-4 16衛生行政区におけるプロジェクト成果に関する普及活動を強化する。

4-1 看護・助産継続教育カリキュラム作成委員会において、3領域の研修プログラムを
作成する。

4-2 3領域研修プログラムに沿った研修マニュアルおよび研修教材・教具を作成する。

4-3 ナショナルファシリテーターに対する3領域の研修を実施する。

4-4 全国の衛生行政区ファシリテーターに対する「研修実施計画」を作成する。

注1）

注2）

投入

・人材
　　　　【長期専門家】
　　　　総括／継続教育
　　　　業務調整／モニタリング
　　　　【短期専門家】
　　　　基礎看護（看護管理含む）
　　　　成人看護
　　　　地域看護
・機材
　　　　ファシリテーター用研修機材
・第三国研修
　　　　エルサルバドル「基礎看護」
　　　　メキシコ「地域看護」
・国立看護・助産継続教育センターでのファシリテーター研修実施経費

衛生行政区ファシリテーターは衛生行政区職員の中から当該衛生行政局が指名する。

ナショナルファシリテーターは衛生行政区ファシリテーターの中から厚生省が指名する。

・人材
　　　　カウンターパート
　　　　ナショナルファシリテーター
　　　　衛生行政区ファシリテーター
　　　　その他（財務官・秘書・運転手・警備員）
・施設
　　　　研修施設（中央、地方）
　　　　プロジェクトオフィス
・機材
　　　　国立看護・助産継続教育センター所有の
　　　　事務機器・実習用機材
・プロジェクト運営費
　　　　光熱水費、電話代、ガソリン代の一部
・衛生行政区での研修実施経費
・研修モニタリング経費



暫定版PO（Plan of Operations）
パラグアイ共和国看護人材育成強化プロジェクト

*プロジェクトの開始時期は最も早いスケジュールを示したものであり、今後変更がありうる。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 パラグアイ側 日本側

長期：総括／継続教育
長期：業務調整／モニタリング
短期：基礎看護（看護管理含む）
短期：成人看護
短期：基礎看護（エルサルバドル）
短期：地域看護（メキシコ）
第三国研修（エルサルバドル） 3
第三国研修（メキシコ） 3
終了時評価調査

1-1-1 プロジェクト対象の10衛生行政区の衛生局看護課長との会合にて、プロ
ジェクト活動に関する説明を行う。 INEPEO所長 総括／継続教育

1-1-2 10衛生行政区の衛生局長及び看護課長は、INEPEOの提示する資格要
件に沿ってファシリテーター候補者８名を選出し、そのプロフィールを
INEPEOに提出する

10衛生行政局看護
課長

総括／継続教育

1-1-3 「乳幼児健診」および「リプロダクティブヘルス」に関する衛生行政区ファ
シリテーター養成用研修実施計画を作成する。 INEPEO所長 総括／継続教育

1-2-1 「乳幼児健診」ナショナルファシリテーター会合において、研修用教材・教
具の準備を行う。 INEPEO所長 総括／継続教育

1-2-2 「リプロダクティブヘルス」ナショナルファシリテーター会合において、研修
用教材・教具の準備を行う。

INEPEO継続教育専
門官

総括／継続教育

1-2-3 INEPEOにおいて、10衛生行政区ファシリテーターに対し、研修計画に
沿った研修を実施する。 INEPEO所長 総括／継続教育

1-3-1 各研修期間中、10衛生行政区の状況および10衛生行政区の研修受講
者に適した「適応研修プログラム」を作成する。（教授案作成研修を含む） INEPEO所長 総括／継続教育

1-3-2 各研修期間中作成した「適応研修プログラム」に基づいた教材を作成す
る。 INEPEO所長 総括／継続教育

1-4-1 10衛生行政区ファシリテーターは、当該衛生行政区の全看護助産人材
のデーターベースを作成する。

10衛生行政局看護
課長

総括／継続教育

1-4-2 10衛生行政区ファシリテーターは、作成したデーターベースより、｢乳幼児
健診」および「リプロダクティブヘルス」研修の受講者を選出する。

10衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

1-5-1 10衛生行政区ファシリテーターは、当該衛生行政区の｢乳幼児健診」およ
び「リプロダクティブヘルス」研修実施計画を作成する。

10衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

1-6-1 16衛生行政区ファシリテーターは、INEPEO・看護課・助産課の協力のも
と、研修経費確保のための活動を行う。

16衛生行政局看護
課長

総括／継続教育

1-6-2 16衛生行政区ファシリテーターは、INEPEOの指導のもと、｢乳幼児健診」
および「リプロダクティブヘルス」研修を実施する。

16衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

1-6-3 16衛生行政区ファシリテーターは、各研修実施終了後、1ヶ月以内に報告
書をINEPEOに提出する。

16衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

責任者
活動

2008 2009 2010

成果1：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修プロセスが確立・実施される

乳幼 リプロ
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責任者
活動

2008 2009 2010

2-1-1 衛生行政区ファシリテーターに対する研修期間中、10衛生行政区のファ
シリテーターは、研修モニタリング基準を作成する。

INEPEO所長および
継続教育専門官 総括／継続教育

2-1-2 10衛生行政区ファシリテーターは、研修モニタリング・評価の実施計画を
作成する。

10衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

2-2-1 16衛生行政区ファシリテーターは、INEPEO・看護課・助産課の協力のも
と、研修モニタリング経費確保のための活動を行う。

16衛生行政局看護
課長

総括／継続教育

2-2-2 16衛生行政区ファシリテーターは、INEPEOの指導のもと、研修終了2ヶ月
後からモニタリングを実施する。

16衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

2-2-3 16衛生行政区ファシリテーターは、研修モニタリング結果の報告書を
INEPEOに提出する。

16衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

3-1-1 10衛生行政局看護課長を含めた衛生行政区ファシリテーターらによる看
護・助産継続教育運営委員会を発足させる。 10衛生行政局看護

課長
総括／継続教育

3-1-2 上記委員会の活動を定期的に行う。
10衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

3-2-1 16衛生行政区の看護・助産継続教育運営委員会は、INEPEO・看護課・
助産課の協力のもと、研修等の必要経費確保のための戦略を策定す
る。

16衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

3-2-2 上記委員会は、INEPEO・看護課・助産課の協力のもと、研修等の必要経
費の確保のための戦略に基づいて、県庁・市役所・企業等に説明し、研
修及び研修モニタリング経費の支援を依頼する。

16衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

3-2-3 INEPEO・看護課・助産課は、16衛生行政区の上記委員会の活動を支援
する。 INEPEO所長 総括／継続教育

3-3-1 INEPEOは、研修等の必要経費確保のためのあらゆる可能性を検討し、
そのための活動を行う。 INEPEO所長 総括／継続教育

3-3-2 INEPEOは、看護・助産継続教育にかかわる全活動予算を要求する。

INEPEO所長 総括／継続教育

3-4-1 INEPEOは、16衛生行政区から提出された「研修および研修モニタリング
結果の報告書」を3ヶ月ごとにまとめ、16衛生行政区全体の報告書を作
成する。

INEPEO所長 総括／継続教育

3-4-2 16衛生行政区の継続教育運営委員会は、INEPEOの協力のもと、作成し
た上記報告書を当該衛生行政区のプロジェクト関係者および報道関係
者に説明・提出する。

16衛生行政区継続
教育運営委員会

総括／継続教育

3-4-3 INEPEOは、作成した報告書を活動経費支援を得たプロジェクト関係機関
および企業等へ説明・提出する。 INEPEO所長 総括／継続教育

成果２：小児・母性領域に関し、看護・助産人材に対する継続教育研修のモニタリング・評価方法が確立・実施される

成果3 ：自立発展のための人材・予算・組織づくり・行政支援が確保される。
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責任者
活動

2008 2009 2010

3-4-4 既存の「厚生省看護課・助産課・看護協会・助産協会・看護教育代表者・
助産教育代表者審議会」の会合を定期的に開催し、看護・助産サービス
の向上に関する討議およびプロジェクトの普及活動を行う。

INEPEO所長 総括／継続教育

3-4-5 INEPEOおよび16衛生行政区の看護・助産継続教育運営委員会は、定期
的なＴＶ／ラジオ放送を通して、住民へ健診への呼びかけを行う。

INEPEO所長および
16衛生行政局看護
課長

総括／継続教育

4-1-1 既存の看護・助産継続教育カリキュラム委員会において、「基礎看護
学」・「成人看護学」・「地域看護学」のカリキュラム内容を再検討する。 カリキュラム作成委

員会
総括／継続教育

4-1-2 看護・助産継続教育カリキュラム委員会において、「基礎看護学」・「成人
看護学」・「地域看護学」の研修プログラムを作成する。 カリキュラム作成委

員会
総括／継続教育

4-2-1 「基礎看護学」・「成人看護学」・「地域看護学」各領域の専門看護師およ
び看護教員を研修マニュアル作成委員として選出する。 INEPEO所長 総括／継続教育

4-2-2 専門看護師および看護教員による研修マニュアル作成委員会を上記3領
域ごとに発足する。 INEPEO所長 総括／継続教育

4-2-3 上記委員会において、基礎看護・成人看護・地域看護の短期専門家の
指導のもと、研修マニュアルを作成する。

研修マニュアル作成
委員会

総括／継続教育

4-2-4 上記委員会において作成した研修マニュアルに沿った教材・教具を作成
する。

研修マニュアル作成
委員会

総括／継続教育

4-3-1 領域ごとにナショナルファシリテーター10名を選出する。
INEPEO所長 総括／継続教育

4-3-2 各領域のナショナルファシリテーターに対し、研修を実施する。
INEPEO所長 総括／継続教育

4-4-1 INEPEOは、衛生行政区ファシリテーターに対する研修実施計画を領域ご
とに作成する。 INEPEO所長 総括／継続教育

基礎
成人
地域

成果４：看護・助産継続教育カリキュラムのうち基礎看護学、成人看護学、地域看護学の３領域に関する研修の基礎ができる。
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